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第１章 計画の策定にあたって 

 

【１】社会的背景と趣旨 

 

１ 計画策定の社会的背景 

我が国においては、総人口の減少や少子高齢化、高齢者のみの世帯の増加などの進行に

歯止めがかからず、地域における住民同士で支え合う力の低下が危惧されています。 

このような状況を背景に「ひきこもり」や「孤独死」などに加え、近年では、高齢の親

が独身無職等の子どもの生活を支える「８０５０問題」、高齢者が高齢者を介護する「老老

介護問題」、介護と子育てを同時に行う「ダブルケア問題」、本来、大人が担うべき家事や

介護を子どもが過度に行っている「ヤングケアラー問題」など、人々が抱える生活課題は

多様化、複雑化しています。また、現在は第５類に移行した「新型コロナウイルス感染症」

の拡大は、事業の縮小や廃業、生活苦や精神的ストレスを抱える人の増加など、社会に大

きな影響を与えてきました。 

これまでの社会福祉制度は、高齢者や障がいのある人、子育て家庭や生活困窮など、そ

の対象や分野ごとに公的な福祉サービスの充実が図られてきました。しかし、これまでの

福祉サービスだけでは、複合的な生活課題を抱える人への対応が困難な事例も表面化して

きました。 

このように、多様化、複雑化する社会的課題の解決に向けて、国においては、制度や分

野を超えて、住民をはじめ多様な主体がつながり、支え合う力を発揮することで、誰もが

住み慣れた地域で安心して生活することができる「地域共生社会」の実現を目指し、様々

な施策を推進しています。 

「地域共生社会」とは、制度や分野による「縦割り」や「支える人」「支えられる人」と

いう関係を超えて、地域住民や関係団体など多様な活動主体が、分野や世代を超えてつな

がることで、一人一人の暮らしと生きがい、地域を共につくっていく社会と位置付けられ

ています。 

 

２ 計画策定の趣旨 

「地域福祉計画」とは、地域住民の多様化、複雑化する支援ニーズに対応することがで

きる「地域共生社会」の実現に向けた、地域における福祉活動の仕組みづくりを定めた計

画です。 

本町では、社会環境や地域における福祉を取り巻く現状をはじめ、アンケート調査によ

る町民の意識やニーズ、関係団体の意見等を幅広く聴取し、誰もが安心して暮らせるまち

づくりに向けて「伊方町 第１次地域福祉計画」（以下「本計画」という。）を策定します。 
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【２】地域福祉の考え方について 

 

１ 地域福祉とは 

「地域福祉」とは、住み慣れた地域で誰もが安心して生活できるよう「地域」を中心

として、お互いに支え合い、助け合いの関係を築きながら、日常生活の様々な困りごと

や不安を、住民一人一人が主体となって解決していく取組です。 

 

「地域福祉」とは、高齢者や障がいのある人、子育て家庭、生活困窮世帯など、対象に

よって区分されることなく、住み慣れた地域で誰もが安心して生活することができるよう

「地域」を中心として、住民や社会福祉関係者が連携して、地域で支援を必要としている

人の様々な困りごとや不安を、共に支え合い、助け合う関係を築きながら、住民一人一人

が主体となって解決していく取組のことです。 

地域福祉の推進にあたっては、日常生活で起こる問題は、個人による努力（自助）で解

決し、個人や家庭で解決できない問題は、隣近所やボランティア、ＮＰＯ団体などの協力

を得ながら解決（互助）する。また、介護保険制度や医療保険制度など相互の負担により

成り立つ社会保障制度を活用する相互扶助（共助）、地域で解決できない問題や公的な制度

としての福祉、保健、医療等の公的サービスなど、行政でなければできないことは行政が

中心となって取り組む（公助）といった、重層的な取組（四助）が地域福祉の活動であり、

これからは「互助」の取組が特に重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【 自助・互助・共助・公助のイメージ 】 

【 共 助 】 

社会保障制度や 

サービスなど 

【 公 助 】 

行政による支援 

 

【 互 助 】 

地域住民がお互いに 

助け合い・支え合う 

【 自 助 】 

住民自らができる 

ことは自らが行う 

・ 個人や家族など、自分

でできることは自分で

行う。（自助努力） 

・ 民間の福祉サービス

等の利用 

・ 隣近所や友人、知人と

お互いに支え合い、助

け合う。 

・ 自治会や社会福祉協

議会、ボランティア、Ｎ

ＰＯ等の団体による支

え合い、助け合い 

・ 介護保険制度や医療

保険制度などの社会

保障制度に基づく、地

域の事業所や社会福

祉法人等による支え 

・ 保健・医療・福祉など

公的な制度に基づく、

行政でなければできな

い公的福祉サービスの

提供 

・ 生活保護や人権の擁

護、虐待防止対策など

行政施策として行うべ

きもの 

町民・関係機関・社会福祉協議会 

・行政等の相互協力 
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○ 「地域共生社会」とは、制度や分野による「縦割り」や「支える人」「支えられる人」という関係を超え

て、地域住民や関係団体など多様な活動主体が、分野や世代を超えてつながることで、一人一人の暮らし

と生きがい、地域を共につくっていく社会です。 

障がいのある人 

高齢者 
保健 

医療 

雇用 

権利擁護 

住まい 

生活困窮 

子育て家庭 

※ 厚生労働省の資料に基づき作成 

【 参考／地域共生社会とは】 

● 公的な福祉だけではなく、地域に暮らす人が共に

支え合い、課題を解決する力を再構築しようとい

う取組です。 

● 地域だけで解決できない問題は行政（町）につな

ぎます。 

● 行政（町）も縦割りをなくし、あらゆる分野の連

携（ネットワーク）により、個別の課題を包括的

に受け止め、解決に向けた体制を整備します。 
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第２章 計画の概要 

 

【１】計画の位置付け 

 

１ 根拠法 

本計画は「社会福祉法（昭和 26 年法律第 45 号）」第 107 条（市町村地域福祉計画）の規

定に基づく、地域福祉を推進するための総合的な計画です。 

平成 29（2017）年６月に公布された「地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法

等の一部を改正する法律（平成 29 年法律第 52 号）」により「社会福祉法」の一部改正が行

われ、地域共生社会の実現に向けて、地域住民等が関係機関との連携等により課題の解決

を図ること、市町村においては、包括的な支援体制の整備のほか市町村地域福祉計画の策

定に努めるものとされ、これまで「任意計画」とされていたものから「努力義務計画」と

なりました。 

 

社会福祉法（抜粋） 

第百七条 市町村は、地域福祉の推進に関する事項として次に掲げる事項を一体的に定

める計画（以下「市町村地域福祉計画」という。）を策定するよう努めるものとす

る。 

一 地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関し、共

通して取り組むべき事項 

二 地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項 

三 地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項 

四 地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項 

五 地域生活課題の解決に資する支援が包括的に提供される体制の整備に関する事項 

２ 市町村は、市町村地域福祉計画を策定し、又は変更しようとするときは、あらかじ

め、地域住民等の意見を反映させるよう努めるとともに、その内容を公表するよう努

めるものとする。 

３ 市町村は、定期的に、その策定した市町村地域福祉計画について、調査、分析及び

評価を行うよう努めるとともに、必要があると認めるときは、当該市町村地域福祉計

画を変更するものとする。 
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２ 本計画と成年後見制度利用促進基本計画及び再犯防止推進計画の一体的策定 

成年後見制度は、認知症や障がい等により判断能力が不十分となり、日常生活や財産の

管理等に支援が必要な人を社会全体で支え合うための制度です。 

国においては、令和４（2022）年３月に「第二期 成年後見制度利用促進基本計画」が閣

議決定され、市町村は「成年後見制度の利用の促進に関する法律（平成 28年法律第 29号）」

（以下「成年後見制度利用促進法」という。）の規定に基づき、国の基本計画を勘案して、

成年後見制度の利用の促進に関する施策について基本的な計画を定めるよう努力義務化

されました。 

町の責務として、国の基本計画を勘案した「伊方町成年後見制度利用促進基本計画」を

策定し、本計画に含めることで、本町の成年後見制度の利用の更なる促進に向けて、地域

福祉の施策と一体的に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

成年後見制度の利用促進に当たっての基本的な考え方 

○ 地域共生社会の実現に向けて、権利擁護支援を推進する。 

○ 成年後見制度の利用促進は、全国どの地域においても、制度の利用を必要とする人

が、尊厳のある本人らしい生活を継続することができる体制を整備して、本人の地

域社会への参加の実現を目指すものである。以下を基本として成年後見制度の運用

改善等に取り組む。 

・ 本人の自己決定権を尊重し、意思決定支援・身上保護も重視した制度の運用とする

こと。 

・ 成年後見制度を利用することの本人にとっての必要性や、成年後見制度以外の権利

擁護支援による対応の可能性も考慮された上で、適切に成年後見制度が利用される

よう、連携体制等を整備すること。 

・ 成年後見制度以外の権利擁護支援策を総合的に充実すること。任意後見制度や補

助・保佐類型が利用される取組を進めること。不正防止等の方策を推進すること。 

○ 福祉と司法の連携強化により、必要な人が必要な時に、司法による権利擁護支援な

どを適切に受けられるようにしていく必要がある。 

資料：厚生労働省「第二期成年後見制度利用促進基本計画」（令和４（2022）年３月）より作成 
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さらに、国においては平成 29（2017）年 12 月、国民が犯罪による被害を受けることを

防止し、安全で安心して暮らせる社会の実現を図るため「再犯防止推進計画」が閣議決定

されました。その後、令和５（2023）年度から５年間を計画期間とする「第二次再犯防止

推進計画」が策定され、政府が取り組む再犯防止施策の充実が盛り込まれています。 

本町では「再犯の防止等の推進に関する法律（平成 28 年法律第 104 号）」（以下「再犯防

止推進法」という。）の規定に基づく、地方再犯防止推進計画として「伊方町再犯防止推進

計画」を策定し、本計画に含めることで、本町の再犯防止施策の充実に向け、総合的かつ

計画的に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 計画の期間 

本計画の期間は、令和７（2025）年度から令和 13（2031）年度です。なお、社会情勢の

変化や制度等の改正、本町の現状の変化等により、適宜見直しを行う場合があります。 

 

  

国の再犯防止推進計画 ５つの基本方針 

① 「誰一人取り残さない」社会の実現に向け、国・地方公共団体・民間の緊密な連

携・協力を確保して再犯防止施策を総合的に推進 

② 刑事司法手続のあらゆる段階で切れ目のない指導及び支援を実施 

③ 犯罪被害者等の存在を十分に認識し、犯罪をした者等に犯罪の責任や犯罪被害者の

心情等を理解させ、社会復帰のために自ら努力させることの重要性を踏まえて実施 

④ 犯罪等の実態、効果検証・調査研究の成果等を踏まえ、社会情勢等に応じた効果的

な施策を実施 

⑤ 再犯防止の取組を広報するなどにより、広く国民の関心と理解を醸成 

 

国の再犯防止推進計画 ７つの重点課題 

① 就労・住居の確保等 

② 保健医療・福祉サービスの利用の促進等 

③ 学校等と連携した修学支援の実施等 

④ 犯罪をした者等の特性に応じた効果的な指導の実施等 

⑤ 民間協力者の活動の促進等 

⑥ 地域による包摂の推進 

⑦ 再犯防止に向けた基盤の整備等 

資料：法務省「第二次再犯防止推進計画」（令和５（2023）年３月）より作成 
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４ 本計画の位置付け 

本計画は、上位の行政計画である「伊方町第２次総合計画」及び「伊方町まち・ひと・

しごと創生総合戦略」の方針に沿って策定するとともに、福祉及び保健分野の個別計画を

横断的につなぐ、地域福祉を推進するための総合的な計画として位置付けます。 

また、本計画は、愛媛県の「愛媛県地域福祉支援計画」の方向性を踏まえるとともに、

伊方町社会福祉協議会の施策について協力体制を図ることとしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

根拠法「社会福祉法」 

【上位計画】 

● 伊方町第２次総合計画 

● 伊方町まち・ひと・しごと創生総合戦略 

整合 

● 

伊
方
町
障
が
い
計
画 

● 

伊
方
町
障
が
い
福
祉
計
画
・
障
害
が
い
児
福
祉
計
画 

● 

伊
方
町
介
護
保
険
事
業
計
画
・
高
齢
者
保
健
福
祉
計
画 

● 

伊
方
町
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業
計
画 

● 

伊
方
町
健
康
増
進
計
画 

● 

そ
の
他
関
連
計
画 

【本計画（福祉の総合計画）】 

第１次 伊方町地域福祉計画 
（令和７（2025）年度～令和 13（2031）年度） 

連携・協力 

支援 

● 

伊
方
町
成
年
後
見
制
度
利
用
促
進
基
本
計
画 

● 

伊
方
町
再
犯
防
止
推
進
計
画 

組み込み 
（一体的策定） 

● 

【
伊
方
町
社
会
福
祉
協
議
会
】 

● 【愛媛県】愛媛県地域福祉支援計画 



8 

 

【２】計画の策定方法 

 

１ 伊方町地域福祉計画策定委員会における協議 

学識経験者や各種団体、組織の代表者等によって構成される「伊方町地域福祉計画策定

委員会」における協議を通して、様々な立場から意見をいただきました。 

 

２ アンケート調査の実施 

本町在住の 18 歳以上の町民における、生活の実態や福祉に対する意識、地域福祉活動や

ボランティア活動への参加意向等、暮らしやすいまちづくりに向けた意見、要望等を把握

し、計画策定の基礎資料とすることを目的としてアンケート調査を実施しました。 

 

調査名称 伊方町 地域福祉の推進に関するアンケート調査 

調査対象 18 歳以上の町民 

調査方法 郵送配布～郵送回収 

調査期間 令和６（2024）年２月 

配布数 2,000 人 

有効回収数 698 人 

有効回収率 34.9％ 

 

３ 関係団体調査の実施 

地域福祉の第一線で活躍されている町内の福祉関係団体における、福祉に関する本町の

具体的な問題点や課題、今後の取組に関する意見などについて調査しました。 

 

調査名称 伊方町 地域福祉の推進に関する関係団体調査 

調査対象 町内の福祉関係団体や福祉サービス提供事業所等 

調査方法 郵送配布～郵送回収（ヒアリングシートへの記入依頼） 

調査期間 令和６（2024）年２月 

配布・回収数 22 団体（配布は 33 団体）、回収率 66.7％ 
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第３章 伊方町の福祉を取り巻く現状と課題 

 

【１】人口等の現状 

 

１ 人口・世帯数 

本町の人口は、減少で推移しており、令和６（2024）年３月末日現在 7,934 人（平成 31

（2019）年を 100 とした場合 85.6）となっています。世帯数も減少傾向にあり、１世帯当

たりの人口数を示す世帯人員は、平成 31（2019）年の 2.02 人から令和６（2024）年で 1.84

人となっています。 

 

【 人口・世帯数の推移 】 

 
 

【 人口・世帯数増減率 】 

 
 

注：増減率は、平成 31（2019）年を 100 とした場合の各年の割合を示している。 

資料：住民基本台帳（各年３月末日現在） 
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２ 年齢別人口 

本町の年齢別人口をみると、令和６（2024）年では「年少人口（14 歳以下）」の割合が

6.3％、「生産年齢人口（15～64 歳）」が 43.8％、「高齢者人口（65 歳以上）」が 49.8％と

なっています。 

高齢者人口の割合（高齢化率）は、平成 31（2019）年の 46.2％から令和６（2024）年で

49.8％と増加で推移しており、男性に比べ女性の高齢化率が高くなっています。一方、年

少人口は減少で推移しており、少子高齢化が顕著に進行しています。 

 

【 年齢３区分人口構成比 】 

 
資料：住民基本台帳（各年３月末日現在） 

 

年齢を５歳階級別でみると、男女共に 70 代前半のいわゆる「団塊の世代」が、本町の人

口のボリュームゾーンとなっており、80 歳以上になると、女性の人口が男性を大きく上

回っています。 
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国立社会保障人口問題研究所による人口推計では、今後も本町の人口は減少で推移する

と予測されています。 

年齢３区分別では、生産年齢人口の減少が目立っており、令和２（2020）年には高齢者

人口が生産年齢人口を上回りました。 

 

【 将来推計人口 】 

 
 
注１：平成 12（2000）年は合併前の人口を合算 

注２：総人口には「年齢不詳」を含む。 

資料：平成 12（2000）年～令和２（2020）年は国勢調査 

令和７（2025）年以降は国立社会保障人口問題研究所（令和５（2023）年推計） 
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本町の人口構造の変化をみると、平成２（1990）年は１人の高齢者を 2.3 人で支える構

造が、少子高齢化の進行により、団塊の世代が後期高齢者に移行する令和７（2025）年に

は、１人の高齢者を 0.8 人で支える構造になると予測されています。 

 

【 伊方町の人口ピラミッドの変化（1990～2040 年） 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    
 

注：平成２（1990）年は合併前の人口を合算 

資料：国勢調査結果及び国立社会保障・人口問題研究所資料より作成 
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３ 世帯の状況 

世帯構成について、平成 22（2010）年から令和２（2020）年までの推移でみると「単身

世帯」は増加していますが「夫婦と子どもの世帯」は減少しています。また、世帯人員が

多い「三世代世帯」は減少傾向にあり、世帯規模の縮小傾向がうかがえます。 

年齢別に世帯構成をみると、65 歳以上で「夫婦のみの世帯」の割合が高く、29 歳以下及

び 75 歳以上で「単身世帯」の割合が高くなっています。 

 

【 世帯構成の推移 】 

 
資料：国勢調査 

 

【 年齢別世帯構成 】 

 
資料：国勢調査（令和２（2020）年） 
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４ ひとり親家庭の状況（20 歳未満の子どもがいる世帯） 

本町の 20 歳未満の子どもがいるひとり親家庭は、令和２（2020）年では 35 世帯となっ

ており、そのうち大半を母子世帯で占めています。 

 

【 ひとり親家庭の状況 】 
 

平成 22（2010）年 平成 27（2015）年 令和２（2020）年 

ひとり親家庭（合計） 45 48 35 

 
母子世帯数 39（86.7％） 42（87.5％） 31（88.6％） 

父子世帯数 6（13.3％） 6（12.5％） 4（11.4％） 

資料：国勢調査 

 

５ 高齢者世帯の状況 

本町の 65 歳以上の高齢者がいる世帯の推移をみると、高齢者単身世帯は増加していま

すが、高齢者夫婦世帯及び高齢者同居世帯は減少しています。 

 

【 高齢者世帯数の推移 】 

 
平成 27（2015）年 令和２（2020）年 増減率

（％） 世帯数 構成比（％） 世帯数 構成比（％） 

総世帯数 4,477 100.0 4,065 100.0 -9.2 

65 歳以上の高齢者のいる世帯 2,788 62.3 2,645 65.1 -5.1 

 高齢者単身世帯 977 21.8 998 24.6 2.1 

 高齢者夫婦世帯 752 16.8 721 17.7 -4.1 

 高齢者同居世帯 1,059 23.7 926 22.8 -12.6 

資料：国勢調査 
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６ 産業別就業者構成比 

本町の産業別就業者構成比をみると、令和２（2020）年では第１次産業の割合が 30.9％、

第２次産業が 16.5％、第３次産業が 52.5％となっています。愛媛県全体と比べ、第３次産

業の割合は低くなっていますが、第１次産業の割合は愛媛県を大きく上回っています。 

産業大分類別でみると、男女共に「農業・林業」の就業者数が最も多く、女性は男性に

比べ「医療・福祉」が多くなっています。 

 

【 産業別 15 歳以上就業者構成比 】 

 
 

【 産業大分類別 15 歳以上就業者数 】 

 

   
資料：国勢調査（令和２（2020）年）  
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【２】高齢者の現状 

 

１ 要介護等認定者数 

介護保険の対象者となる要介護認定者数の推移をみると、おおむね横ばいで推移してい

ましたが、令和４（2022）年度以降、減少傾向にあり、令和５（2023）年度は 906 人となっ

ています。 

要介護度別でみると、要支援１及び要介護１が多くなっています。 

 

【 要介護等認定者数の推移 】 

 
 

資料：介護保険事業状況報告（各年度９月末日現在） 

 

 

２ 認知症高齢者の状況 

町内における認知症高齢者数をみると、長期的には減少傾向にあり、令和５（2023）年

では 504 人、認知症の割合は 12.5％となっています。 

 

【 認知症高齢者の状況 】  

 平成 30 

（2018）年 

平成 31 

（2019）年 

令和２ 

（2020）年 

令和３ 

（2021）年 

令和４ 

（2022）年 

令和５ 

（2023）年 

認知症高齢者数（人） 546 555 530 540 522 504 

認知症割合※（％） 12.6  13.0  12.5 12.9  12.6  12.5  

 

※ 65 歳以上人口に占める割合 

資料：庁内資料（各年３月末日現在） 
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３ 認知症サポーター養成者数 

認知症サポーター養成者数は、令和５（2023）年度は 109 人となっています。 

 

【 認知症サポーター養成者数の推移 】 （単位：人） 

 平成 30 

（2018）年度 

令和元 

（2019）年度 

令和２ 

（2020）年度 

令和３ 

（2021）年度 

令和４ 

（2022）年度 

令和５ 

（2023）年度 

認知症サポーター養成者数 83 44 0 0 107 109 

資料：庁内資料（各年度３月末日現在） 

 

 

４ 高齢者虐待に関する相談件数 

高齢者虐待に関する相談件数は、令和５（2023）年度は４件となっています。 

 

【 高齢者虐待に関する相談件数の推移 】 （単位：件） 

 平成 30 

（2018）年度 

令和元 

（2019）年度 

令和２ 

（2020）年度 

令和３ 

（2021）年度 

令和４ 

（2022）年度 

令和５ 

（2023）年度 

相談件数 3 2 8 6 4 4 

資料：庁内資料（各年度３月末日現在） 

 

５ 老人クラブ会員数 

老人クラブの会員数は減少傾向にあり、令和５（2023）年度では 2,668 人、会員登録率

は 66.2％となっています。 

 

【 老人クラブ会員数の推移 】 

 

注：会員登録率は、65 歳以上人口（住民基本台帳（各年３月末日現在））に占める割合 

資料：伊方町老人クラブ会員名簿（各年度４月１日現在） 
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【３】障がいのある人の状況 

 

１ 障害者手帳所持者の状況 

本町の障害者手帳所持者数は、減少で推移しています。 

手帳の種類別でみると、令和５（2023）年度は「身体障害者手帳所持者」が 481 人と最

も多く、全体の約７割（72.1％）を占めています。「療育手帳所持者」は 115 人（全体に占

める構成比 17.2％）、「精神障害者保健福祉手帳所持者」は 71 人（同 10.6％）となってい

ます。平成 30（2018）年度からの推移では、「身体障害者手帳所持者」の減少が目立ってい

ます。 

 

【 障害者手帳所持者数の推移 】 

 
 

【 障害者手帳所持者数の増減率 】 

 
注：増減率は平成 30（2018）年度を 100 とした場合の各年の割合を示している。 

資料：庁内資料（各年度３月末日現在） 
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２ 精神通院医療受給者の状況 

精神通院医療受給者数は、長期的には減少傾向にあり、令和５（2023）年度は 130 人と

なっています。 

 

【 精神通院医療受給者数の推移 】 

 

資料：庁内資料（各年度３月末日現在） 
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【４】子育て支援の状況 

 

１ 出生数 

本町の出生数は、近年はおおむね横ばいで推移しており、令和５（2023）年は 25 人と

なっています。 

 

【 出生数の推移 】 

 
資料：人口動態統計 

 

２ 子育て支援施設の利用状況 

町内に保育所は６か所あり、入所児童数は令和６（2024）年で 99 人と、減少で推移して

います。 

 

【 保育所入所児童数の推移 】 

 
 

【 保育所の状況 】 

 平成 31 

（2019）年 

令和２ 

（2020）年 

令和３ 

（2021）年 

令和４ 

（2022）年 

令和５ 

（2023）年 

令和６ 

（2024）年 

施設数（か所） 6 6 6 6 6 6 

入所児童数（人） 157 157 147 127 110 99 

 うち、町外からの利用者 2 1 1 2 2 1 

資料：庁内資料（各年４月１日現在） 
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３ 小中学校児童・生徒数 

（１）小学校児童数 

町内の小学校児童数は、緩やかな減少傾向にあり、令和６（2024）年は 213 人となって

います。 

 

【 小学校児童数の推移 】 

 
資料：伊方町教育要覧（各年５月１日現在） 

 

 

（２）中学校生徒数 

町内の中学校生徒数は、減少傾向にありましたが、令和６（2024）年は 138 人と増加し

ています。 

 

【 中学校生徒数の推移 】 

 
資料：伊方町教育要覧（各年５月１日現在） 
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【５】地域の状況 

 

１ 区長数及び自主防災組織数 

本町には、令和６(2024)年で 55 の区長数、54 の自主防災組織があります。 

 

２ 避難行動要支援者数 

避難行動要支援者数は減少傾向にあり、令和６（2024）年では 187 人となっています。 

 

【 避難行動要支援者数の推移 】 （単位：人） 

 平成 31 

（2019）年 

令和２ 

（2020）年 

令和３ 

（2021）年 

令和４ 

（2022）年 

令和５ 

（2023）年 

令和６ 

（2024）年 

避難行動要支援者数 302 294 278 220 208 187 

資料：庁内資料（各年４月１日現在） 

 

３ 社会福祉協議会の会員数 

社会福祉協議会の一般会員数は減少傾向にあり、令和６（2024）年では 3,640 世帯となっ

ています。 

 

【 社会福祉協議会会員数の推移 】  

 平成 31 

（2019）年 

令和２ 

（2020）年 

令和３ 

（2021）年 

令和４ 

（2022）年 

令和５ 

（2023）年 

令和６ 

（2024）年 

一般会員数（世帯） 3,963  3,921  3,861  3,752  3,709  3,640  

特別会員数（法人） 21  21  22  24  23  21  

資料：伊方町社会福祉協議会事業報告（各年３月末日現在） 

 

４ ボランティア活動の状況 

ボランティア活動の状況をみると、令和６（2024）年は９団体が登録しています。 

 

【 ボランティア活動の状況 】  

 平成 31 

（2019）年 

令和２ 

（2020）年 

令和３ 

（2021）年 

令和４ 

（2022）年 

令和５ 

（2023）年 

令和６ 

（2024）年 

団体（団体） 9  9  9  9  9  9  

資料：庁内資料 

 

５ 民生委員・児童委員及び主任児童委員の状況 

本町の令和６(2024)年における民生委員・児童委員は 62 人、主任児童委員は３人となっ

ています。 
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【６】福祉的課題を抱えている人の状況 

 

１ 生活保護人員数 

本町の生活保護人員数は、増減しながら推移しており、令和５（2023）年度は 94 人と

なっています。 

 

【 生活保護人員数の推移 】 （単位：人） 

 令和２ 

（2020）年度 

令和３ 

（2021）年度 

令和４ 

（2022）年度 

令和５ 

（2023）年度 

生活保護人員数 99 88 91 94 

資料：庁内資料（各年度３月末日現在）  

 

 

２ 児童扶養手当受給世帯数 

本町の児童扶養手当受給世帯数は、令和６（2024）年では 46 世帯、そのうち 18 歳以下

の子どもは 75 人となっており、減少傾向にあります。 

 

【 児童扶養手当受給世帯数等の推移 】 

 平成 31 

（2019）年 

令和２ 

（2020）年 

令和３ 

（2021）年 

令和４ 

（2022）年 

令和５ 

（2023）年 

令和６ 

（2024）年 

児童扶養手当受給世帯数（世帯） 60 58 58 55 51 46 

18 歳以下の子どもの数（人） 102 94 92 90 84 75 

資料：庁内資料  
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【７】アンケート結果の概要 

 

１ 福祉への関心と情報入手等について 

・ 地域の福祉課題への関心度をみると、約７割が関心度を示しており、特に近所との付

き合いが親密な人ほど関心度も高い傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 福祉に関する情報の入手手段としては、若い年齢層ほどインターネットやホームペー

ジの利用が多いのに対して、60 歳以上の年齢層では自治会の人や地域の回覧板などが

多く、年齢差が顕著にみられます。 
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・ 福祉に関する用語の認知をみると「成年後見制度」「ヤングケアラー問題※」「ＳＤＧ

ｓ」については、７割程度が名称を知っており、また「ダブルケア問題」「ヤングケ

アラー問題」については、福祉課題への関心が高い人ほど内容まで知っている割合が

高い傾向にあります。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 法令上の定義はないが、一般に、本来大人が担うと想定されている家事や家族の世話などを、子どもが日常的に行って

いる場合の様々な問題のこと。 

 

２ 集える場や近隣との関係について 

・ 住民同士で集える場所については４人に１人が充実していると回答しており、また約

６割が近隣関係は良好だと回答しています。近所との付き合いが親密な人ほど、近隣

関係が良好である割合が高くなっています。 
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・ 日常生活において孤立を感じる人は「常に」と「ときどき」を合わせて、およそ４人

に１人の割合となっており、近所との付き合いが薄い人ほど、その割合が高い傾向に

あります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 地域活動やボランティア活動について 

・ 地域活動への参加状況をみると、お祭りや盆踊りなどをはじめ、自治会の活動への参

加者は全体的に多く、30～40 代の子育て世代では、子ども会やＰＴＡ活動、学校行事

の手伝いが多くなっています。しかし、29 歳以下の若い年齢層では地域活動そのもの

への参加が少ない状況です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

42.3

28.9

25.4

19.1

18.1

10.3

7.6

7.2

3.4

3.4

24.2

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

お祭り、盆踊りなど

自治会の活動

道路や公園などの美化活動

防災活動や消防団活動

子ども会やＰＴＡ活動、学校行事の手伝い

スポーツや健康づくり活動

老人クラブ活動や高齢者同士の交流活動

文化、芸術活動

高齢者や障がいのある人への手助けや福祉活動

防犯活動、交通安全活動

参加していない

全体(N=698)

（％）

（上位項目抜粋）

【 地域活動への参加状況 】 

自治会の活動

6.7

21.9

34.3

36.7

41.5

25.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

29歳以下(n=90)

30代(n=128)

40代(n=137)

50代(n=139)

60～74歳(n=123)

75歳以上(n=75)

（％）

子ども会やＰＴＡ活動、学校行事の手伝い

5.6

32.8

40.1

10.8

3.3

4.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

29歳以下(n=90)

30代(n=128)

40代(n=137)

50代(n=139)

60～74歳(n=123)

75歳以上(n=75)

（％）

参加していない

35.6

23.4

12.4

23.0

21.1

38.7

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

29歳以下(n=90)

30代(n=128)

40代(n=137)

50代(n=139)

60～74歳(n=123)

75歳以上(n=75)

（％）

【 孤立感 】 

2.3

2.0

1.1

3.1

10.3

22.1

13.3

19.4

24.0

28.5

24.1

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

全体(N=698)

助け合う人がいる(n=196)

訪問し合う人がいる(n=62)

立ち話をする程度(n=179)

あいさつをする程度(n=193)

付き合いがない(n=29)

常に感じている ときどき感じている

（％）

（24.4）

（15.3）

（19.4）

（25.1）

付
き
合
い
程
度
別

（31.6）

（34.4）
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・ ボランティア活動への参加経験は６割以上を占めており、近所との付き合いが親密な

人や福祉課題に関心が高い人ほどボランティアへの参加率が高くなっています。また、

今後のボランティア活動への参加意向は７割近くあり、福祉課題に関心が高い人やボ

ランティア経験がある人ほど参加意向が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 地域の現状について 

・ 地域の問題や課題をみると「自治会の役員の成り手や活動の担い手が少ない」が上位

に回答され、人材不足の現状がうかがえます。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

65.9 

47.4 
40.4 

34.4 
28.8 25.8 23.8 

18.2 
13.6 12.2 11.2 

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

通
院
や
買
物
な
ど
の
日
常
の
移
動
手
段

自
治
会
の
役
員
の
成
り
手
や

活
動
の
担
い
手
が
少
な
い

子
ど
も
の
遊
び
場
が
少
な
い

災
害
時
に
支
援
が
必
要
な

人
の
避
難
体
制
の
整
備

高
齢
者
の
介
護
や
ひ
と
り
暮
ら

し
の
高
齢
者
へ
の
生
活
支
援

バ
リ
ア
フ
リ
ー
な
ど
高
齢
者
や
障

が
い
の
あ
る
人
の
暮
ら
し
や
す
さ

世
代
間
の
交
流
や
付
き
合
い
が
少
な
い

高
齢
者
の
社
会
参
加
や
生
き
が
い
づ
く
り

地
域
の
防
犯
体
制

身
の
ま
わ
り
の
こ
と
に
つ
い
て

相
談
で
き
る
人
や
場
が
少
な
い

住
民
同
士
の
助
け
合
い
活
動
が
少
な
い

全体(N=698)

（％）

（上位項目抜粋）

【 地域の問題や課題 】 

【 ボランティア活動への参加経験 】 【 ボランティア活動への参加意向 】 

4.9

22.2

2.4

1.5

2.9

9.5

5.0

1.8

63.3

53.3

72.9

49.6

23.5

73.0

69.7

52.9

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

全体(N=698)

とても関心がある(n=90)

どちらかといえばある(n=417)

どちらかといえばない(n=137)

全くない(n=34)

参加している(n=148)

参加したことがある(n=300)

参加したことがない(n=225)

ぜひ参加したい

自分ができる範囲であれば参加したい

（％）

（75.5）

（68.2）

（75.3）

（51.1）

（26.4）

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア

参
加
経
験
別

（74.7）

（54.7）

（82.5）

福
祉
課
題
へ
の
関
心
別

21.2

30.1

24.2

22.3

13.5

6.9

27.8

22.3

14.6

14.7

43.0

42.3

50.0

39.1

47.2

20.7

42.2

46.3

40.9

20.6

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

全体(N=698)

助け合う人がいる(n=196)

訪問し合う人がいる(n=62)

立ち話をする程度(n=179)

あいさつをする程度(n=193)

付き合いがない(n=29)

とても関心がある(n=90)

どちらかといえばある(n=417)

どちらかといえばない(n=137)

全くない(n=34)

現在、参加している

以前に参加したことがある

（％）

（72.4）

（64.2）

（74.2）

（61.4）

付
き
合
い
程
度
別

（60.7）

（27.6）

福
祉
課
題
へ
の
関
心
別

（70.0）

（68.6）

（55.5）

（35.3）
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５ 福祉サービス等について 

・ 伊方町に求める将来像として、年齢が上がるほど「介護が必要になっても、住み慣れ

た場所で安心して暮らせるまち」、30 代の子育て世代では「安心して子育てができる

まち」の割合がそれぞれ高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 民生委員・児童委員の認知率は８割以上を占めており、年齢が上がるほど、また近所

との付き合いが親密な人ほど認知率も高い傾向にあります。一方、若い年齢層や近所

との付き合いが薄い人では、その割合は低くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【 民生委員・児童委員の認知 】 

49.9

22.2

40.6

47.4

54.0

65.9

69.3

68.9

54.8

52.5

32.1

17.2

36.7

41.1

39.8

43.8

41.0

29.3

18.7

23.0

35.5

38.5

51.8

34.5

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

全体(N=698)

29歳以下(n=90)

30代(n=128)

40代(n=137)

50代(n=139)

60～74歳(n=123)

75歳以上(n=75)

助け合う人がいる(n=196)

訪問し合う人がいる(n=62)

立ち話をする程度(n=179)

あいさつをする程度(n=193)

付き合いがない(n=29)

担当の人の名前や顔を知っている

いることは知っているが名前や顔は知らない

（％）

（86.6）

付
き
合
い
程
度
別

年
齢
別

（63.3）

（80.4）

（91.2）

（95.0）

（95.2）

（88.0）

（91.9）

（90.3）

（83.9）

（51.7）

（91.0）

47.9

37.0

35.7

33.1

31.4

23.5

20.3

7.7

0.0 20.0 40.0 60.0

介護が必要になっても、住み慣れた

場所で安心して暮らせるまち

住民同士が支え合い、

助け合いができるまち

災害に強いまち

いつまでも生きがいを持って

健康に暮らせるまち

安心して子育てができるまち

高齢者や障がいのある人も

安心して活躍できるまち

差別や偏見のない、誰もが

人権を尊重されるまち

誰もが福祉の担い手として

活躍できる活気のあるまち

全体(N=698)

（％）

【 伊方町に希望する将来像 】 

介護が必要になっても、住み慣れた場所で安心して暮らせるまち31.1

34.4

51.1

48.2

61.0

64.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

29歳以下(n=90)

30代(n=128)

40代(n=137)

50代(n=139)

60～74歳(n=123)

75歳以上(n=75)

（％）

安心して子育てができるまち41.1

57.8

38.0

23.0

14.6

5.3

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

29歳以下(n=90)

30代(n=128)

40代(n=137)

50代(n=139)

60～74歳(n=123)

75歳以上(n=75)

（％）
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・ 伊方町社会福祉協議会について、およそ４人に１人が活動内容まで知っており、年齢

が上がるほど、また近所との付き合いが親密な人ほど、その割合は高い傾向にありま

す。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 安全・安心な暮らしについて 

・ 災害時の避難場所について大半の人が認知していますが、近所との付き合いが薄い人

は避難場所の認知率が低く、付き合いが親密な人との差が顕著です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【 伊方町社会福祉協議会の認知 】 

【 避難場所の認知 】 

26.8

13.3

19.5

24.1

28.8

38.2

37.3

33.7

35.5

24.0

22.3

3.4

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

全体(N=698)

29歳以下(n=90)

30代(n=128)

40代(n=137)

50代(n=139)

60～74歳(n=123)

75歳以上(n=75)

助け合う人がいる(n=196)

訪問し合う人がいる(n=62)

立ち話をする程度(n=179)

あいさつをする程度(n=193)

付き合いがない(n=29)

活動内容までよく知っている

（％）

年
齢
別

付
き
合
い
程
度
別

67.9

82.1

74.2

68.2

58.5

31.0

20.2

12.8

16.1

20.1

28.0

20.7

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

全体(N=698)

助け合う人がいる(n=196)

訪問し合う人がいる(n=62)

立ち話をする程度(n=179)

あいさつをする程度(n=193)

付き合いがない(n=29)

実際に行ったことがある

行ったことはないが場所は知っている

（％）

（88.1）

付
き
合
い
程
度
別

（94.9）

（90.3）

（88.3）

（86.5）

（51.7）
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・ 災害など緊急時の備えとしては、60 歳以上で日頃からのあいさつや声掛けを重視する

割合が高く、30～40 代では情報伝達方法の確立などが重視されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 保護司※を具体的に知っている人の割合は５％未満と低い状況ですが、近所付き合い

が親密な人ほど保護司がいることを知っている割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

48.1

41.1

40.8

34.2

33.8

30.8

7.3

0.0 20.0 40.0 60.0

日頃からのあいさつや声掛け、付き合い

地域や近所での協力体制づくり

日頃の避難訓練や防災訓練

災害時の情報伝達方法の確立

自力で避難できない人を

手助けする仕組み

支援や配慮が必要な人への避難所等

における支援体制の整備

災害時ボランティアの育成や受け入れ 全体(N=698)

（％）

【 緊急時の備えとして地域で重要だと思うこと 】 

日頃からのあいさつや声かけ、付き合い42.2

53.9

45.3

36.7

58.5

57.3

0.0 20.0 40.0 60.0

29歳以下(n=90)

30代(n=128)

40代(n=137)

50代(n=139)

60～74歳(n=123)

75歳以上(n=75)

（％）

災害時の情報伝達方法の確立27.8

39.8

38.7

36.0

31.7

24.0

0.0 20.0 40.0 60.0

29歳以下(n=90)

30代(n=128)

40代(n=137)

50代(n=139)

60～74歳(n=123)

75歳以上(n=75)

（％）

【 保護司の認知 】 

4.7

5.1

8.6

5.7

8.0

8.2

4.8

3.4

2.1

6.9

20.2

16.7

7.8

22.6

23.0

26.8

25.3

22.4

24.2

22.3

17.6

6.9

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

全体(N=698)

29歳以下(n=90)

30代(n=128)

40代(n=137)

50代(n=139)

60～74歳(n=123)

75歳以上(n=75)

助け合う人がいる(n=196)

訪問し合う人がいる(n=62)

立ち話をする程度(n=179)

あいさつをする程度(n=193)

付き合いがない(n=29)

担当の人の名前や顔を知っている

いることは知っているが名前や顔は知らない

（％）

（24.9）

付
き
合
い
程
度
別

年
齢
別

（16.7）

（7.8）

（27.7）

（31.6）

（32.5）

（33.3）

（30.6）

（29.0）

（19.7）

（13.8）

（25.7）

※ 保護司とは、犯罪や非行をした人の立ち直りを地域で支える民間のボランティアのこと。「保護司法（昭和 25 年法律第

204 号）」の規定に基づき、法務大臣から委嘱された非常勤の国家公務員とされているが、給与は支給されない。国家公

務員である保護観察官と協働して保護観察に当たり、犯罪や非行をした人が刑事施設や少年院から社会復帰を果たした

とき、スムーズに社会生活を営めるよう、釈放後の住居や就業先などの帰住環境の調整や相談を行っている。 
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７ 伊方町の福祉施策について 

・ 行政が力を入れるべきこととして「ワンストップの相談窓口」の割合が最も高く、次

いで「困りごとを抱えた人の早期発見・早期支援」「近所同士で助け合う体制づくり」

が求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 経済的に困っている人への支援については「就労への支援」や「相談窓口の充実」が

必要とされています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【 行政が力を入れるべきこと 】 

【 経済的に困っている人への必要な支援 】 

34.5 
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全体(N=698)

（％）

（上位項目抜粋）
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（％）

（上位項目抜粋）
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・ 満足している取組については「地域の祭り・イベントなどでの交流」「声掛けや見守

りなどの住民活動」「公民館、集会所など公共施設の活用」などが上位に回答されて

います。 

・ 今後、重要だと思う取組については「地域活動やまちづくりを担う人材の育成」「地

域の防災対策と災害時の避難行動要支援者への対策」「地域の子育て支援」などが上

位に回答されています。 
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・ 伊方町の福祉に関する取組について、現状の満足度と重要度の両面から、重点的に取

り組むべき施策をみると「地域活動やまちづくりを担う人材の育成」「地域の防災対

策と災害時の避難行動要支援者への対策」など、人材育成の強化や地域での防災対策

が求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

横軸 縦軸

満足度 重要度

1
声掛け
や見守り

24.1 39.4 (1)声かけや見守りなどの住民活動

2
地域の
祭り・イ

33.5 24.6 (2)地域の祭り・イベントなどでの交流

3
高齢者
が活躍
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7 地域の子育て支援14.0 41.5 (7)地域の子育て支援
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【８】本町の課題 

 

公的資料等統計データの分析やアンケート調査結果等から読み取れる、福祉施策に関す

る本町の課題を整理しました。 

 

１ 地域で支え合う福祉意識の醸成 

 

○ アンケート調査結果では、地域の福祉課題に関心が高い人ほど、福祉用語の認知率が高

く、ボランティア活動への参加者も多いといった相関性がうかがえました。町民一人一

人が、地域の福祉課題に関心を持ってもらうために、福祉を身近な問題として意識し、

無理のない範囲で地域の活動や取組に参画してもらう機会を提供していくことが重要

です。そのため、町の広報紙やホームページはもとより、若い年齢層にはＳＮＳ等のデ

ジタルツールを活用するなど、年代に合わせた柔軟で効果的な情報の発信及び啓発が

必要です。 

○ 地域福祉の意識を醸成していくためには、性別や年齢、出身地、生活困窮の状態、障が

いの有無、国籍などにかかわらず、町民の誰もが多様性を認め合う人権意識の醸成が重

要です。そのため、生涯学習の場を活用し、幅広い年齢層に対して、福祉に関する講座

やセミナーの開催をはじめ、参加を促進するための、効果的な周知や誰もが参加しやす

い環境づくりの検討が必要です。 

 

２ 誰もが気軽に集える交流の場の充実 

 

○ アンケート調査結果では、近所付き合いの親密さと地域での人間関係の良好さには相

関があることから、幅広い年齢層や様々な考え方を持つ多様な人たちが主体的に交流

することができる、場所や機会の充実を図ることが重要です。 

○ 地域における交流を促す取組について、近所付き合いの希薄な人をはじめ、参加経験が

ない人も含めて幅広く周知し、気軽に参加できる機会を充実することが必要です。 

 

３ 地域活動への参加の促進と担い手づくり 

 

○ アンケート調査結果では、自治会の役員の成り手や活動の担い手がいないと回答した

人が半数近くとなっています。関係団体調査結果でも、自治会の役員等をはじめ、近年、

地域活動の担い手の不足や高齢化が顕著となっています。地域福祉の基礎ともいえる

地域活動を存続させるために、次世代の人材の発掘と育成に向けた取組の強化が必要

です。 

○ ボランティア活動に対する参加意向は、ボランティア経験のある人ほど高くなってい

ます。ボランティア未経験の人でも、まずはボランティアを気軽に体験してもらえるよ

う、ボランティア活動に関する情報の積極的な発信と参加のきっかけづくりが求めら

れます。 
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４ 相談支援の充実 

 

○ アンケート調査結果では、伊方町が力を入れるべき福祉施策として「困りごとをワンス

トップで気軽に相談できる身近な相談窓口を充実する」が第１位に回答されています。

相談者が来るのを待つだけではなく、アウトリーチ※の考え方に基づくアプローチ方法

なども検討し、早期の支援につなぐ体制づくりや支援組織に関する情報の提供などを

検討する必要があります。 

○ 地域の身近な問題や子育ての悩みなどを住民の立場で相談に応じる民生委員・児童委

員の活動内容について、特に若い年齢層に周知する必要があります。 

 

※ 困難を抱え、支援が必要であるにもかかわらず相談窓口へ来ることができない人に対して、行政や支援機関などが積極

的に働き掛けて、訪問等を通じて必要な支援につなげるプロセスのこと。 

 

 

５ 生活への多様な支援の充実 

 

○ アンケート調査結果では、介護が必要になっても、住み慣れた場所で安心して暮らせる

ことが求められているとともに、特に子育て家庭においては、安心して子育てができる

まちが求められています。高齢者や障がいのある人、子育て家庭など、誰もが地域で安

心して生活できるよう、本町における個別の福祉計画に基づき、多様な福祉サービスの

充実を図るとともに、町民一人一人の状況やニーズに応じた適切なサービスの提供が

必要です。 

 

 

６ 安心、安全なまちづくり 

 

○ アンケート調査結果では、緊急時の備えとして、日頃からの挨拶や声掛け、付き合いが

重視されています。また、地域の防災対策は満足度が相対的に低く、重要度が高い、早

急に解決が求められる課題として位置付けられます。地域で一人での避難が困難な人

などの把握と防災支援体制づくりを進めるとともに、年齢等による情報入手手段の違

いに応じた情報の伝達、共有の仕組みを整備することが必要です。 

○ 防犯や交通安全など、安全で安心な生活環境づくりが求められています。また、アン

ケート調査結果では、保護司の存在を具体的に知っている人は、現状では僅かです。再

犯防止対策の推進にあたっては、町民の理解を促進する取組が必要であるとともに、保

護司との連携や保護司の育成が必要です。 
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第４章 計画の基本的な考え方 

 

【１】基本理念 

 

本町におけるまちづくりの上位計画である「伊方町第２次総合計画」においては、まち

の将来像として「輝く人々・豊かな自然 よろこびの風薫るまち 伊方 ～ みんなが選ぶ

佐田岬、しあわせ感じる佐田岬 ～」を掲げ、さらに、まちづくりの２つのテーマとして「み

んなが未来を選び、誰からも選ばれるまちを目指して」「暮らす町民や訪れる人々がしあわ

せを実感できるまちを目指して」を定め、様々な行政施策を推進しています。 

総合計画における、まちづくりの６つの基本目標のうち、本計画と関連が深い「保健、

医療、福祉」分野では「絆で創る、健康長寿と町民総活躍のまちづくり」を掲げ、その中

に「地域福祉の充実」を位置付けています。 

保健、医療、福祉を推進する基盤として、一人一人の心掛け（自助）、町民同士の支え合

い（互助）、社会保障制度やサービス（共助）、公的な制度やサービス（公助）という重層

的な「人と人との絆でより良い地域社会を創る力」を持つ、地域福祉社会の形成を目指し

ています。 

一方、この度実施したアンケート調査等の各種実態調査結果からは、福祉の担い手不足

への対応や住民同士のつながり意識の向上、ボランティア活動の活性化など、大きな福祉

的課題が改めて明らかになりました。 

本計画においては、これらの福祉的課題の解決に向けて「伊方町第２次総合計画」の基

本理念が目指す「福祉のまちづくり」との整合を踏まえ、次のように「基本理念」を掲げ

ます。 

 

● 本計画の基本理念 ● 

誰もが幸せを実感できる 

絆が育む支え合いのまち 伊方 

 

この基本理念に基づき、町民の地域福祉に対する理解を促進するとともに、支え合いの

心を育みながら地域活動に参画することで絆を深め、誰もが幸せを実感できる福祉のまち

づくりを目指します。 

本計画では、基本理念の実現に向けて、これまでの取組やアンケート調査結果から読み

取れるニーズや課題などを踏まえ、次の６つの基本目標を定め、具体的な取組を展開しま

す。 
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【２】施策体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【基本目標１】 

地域福祉の意識づくり 
基本施策１ 福祉の意識を高める広報、啓発、情報発信

の充実 

基本施策２ 福祉の心を育む学びの場の充実 

【基本目標２】 

交流の場づくり 
基本施策１ 支え合いの関係づくり 

基本施策２ 気軽に集える交流の場づくり 

【基本目標３】 

福祉の担い手づくり 基本施策１ 地域活動やボランティア活動への参加促進 

基本施策２ 福祉の担い手の育成と人的資源の発掘 

【基本目標４】 

困りごとに寄り添う相

談支援体制づくり 

基本施策１ 誰一人取り残さないきめ細かな相談支援

体制づくり 

基本施策２ 福祉のネットワークづくり 

【基本目標５】 

暮らしを支える多様な支

援体制づくり 

基本施策１ 多様な福祉サービスの適切な利用促進 

基本施策２ 権利擁護の推進 

【基本目標６】 

安心して暮らせるま

ちづくり 

基本施策１ 防災・防犯対策の推進 

基本施策２ 人にやさしいまちづくり 
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第５章 施策の展開 

 

【基本目標１】地域福祉の意識づくり 

 

基本施策１ 福祉の意識を高める広報、啓発、情報発信の充実 

地域福祉の推進にあたっては、町民一人一人が、地域福祉や地域共生社会の考え方を知

り、それに関する取組やその仕組みを知ることが必要です。 

町民の地域福祉への関心や意識を高めるため、町の広報紙やホームページ、ＳＮＳ等多

様な手段を活用し、幅広い年齢層に情報を発信するとともに、誰にでも分かりやすく、入

手しやすい情報の発信に努めます。 

 

取組名 取組内容 

地域福祉に関する

意識啓発の推進 

○ 町の広報紙やホームページ、イベントの場など、あらゆる手段や機会

を活用し、本計画及び地域福祉の考え方や地域共生社会の意義等につ

いて町民に周知を図るとともに、意識啓発を推進し、地域住民の意識

を高め、住民同士のつながりづくりを促進します。 

○ 特に若い年齢層に向けては、ＳＮＳ等インターネットを活用した情報

提供など、幅広い年齢層への効果的な啓発活動を推進します。 

誰でも入手しやす

い情報の発信 

○ 情報の発信にあたっては、町民に分かりやすく、また、視覚や聴覚に

障がいがある人でも情報を入手できるよう、情報のバリアフリー化な

ど、適切な配慮に努めます。 

人権意識の啓発と

多様性を認め合う

意識啓発 

○ あらゆる分野で人権が尊重され、差別を許さない人権意識を高めるた

め、教育の場や多様な媒体、機会を活用して啓発を推進するとともに、

懇談会やセミナー等、人権意識への理解を深めるための場づくりに努

めます。 

○ 女性や子ども、高齢者や障がいのある人、同和問題、インターネット

上における中傷や悪口、ＬＧＢＴＱ※など、様々な分野における人権課

題の正しい理解の促進に努めるとともに、多様性を認め合う意識啓発

を推進します。 

○ 子どもの頃から、お互いを思いやる心や命の大切さ、個性を認める意

識などを養うことができるよう、小・中学校において人権教育の充実

を図ります。 

 

※ 次の頭文字を並べたもので「性的マイノリティ（性的少数者）」とも呼ばれている。Ｌ（レズビアン）：女性の同性愛者、

Ｇ（ゲイ）：男性の同性愛者、Ｂ（バイセクシュアル）：両性愛者、Ｔ（トランスジェンダー）：体と心の性別に違和感の

ある人、Ｑ（クエスチョニング）：自認する性が定まらない人などの総称 
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基本施策２ 福祉の心を育む学びの場の充実 

教育や保育の場において、児童・生徒に対して地域とのふれあいや交流、支え合いにつ

いて学ぶ機会を充実し、子どもの頃から地域福祉及び人権尊重意識の醸成に努めます。 

生涯学習の場などを活用し、幅広い年齢層に対する福祉を学ぶ機会を充実し、地域福祉

についての意識の醸成を図ります。 

 

取組名 取組内容 

学校等における福

祉教育の推進 

○ 小・中学校において、児童・生徒に対して総合学習の時間等を活用し、

地域に暮らす一員として、どのような福祉活動ができるかを考え、行

動するための力を育むとともに、福祉への理解と関心を高める教育を

推進します。 

○ 福祉施設への訪問など、福祉体験活動や介護ボランティア等を通して、

児童・生徒に福祉の意識を育みます。 

○ 中学生の職場体験を通して様々な業種を体験し、勤労意識や感謝の心

を育みます。 

○ 総合学習の時間等を活用した三世代交流や運動会等で地域住民に参画

していただくなど、地域との交流の促進に努めます。 

生涯学習社会づく

りの推進 

○ 公民館活動や図書館活動等の充実を図り、学習を通して町民一人一人

が自分自身の意識を高めながら、多様な人々と交流し、学んだ成果を

地域社会に生かしていくことにより、学び、伝え、共に創る生涯学習

社会の形成を目指します。 

一人一人を見つめ

大切にする教育の

充実 

○ 人権が尊重される社会づくりを目指し、あらゆる差別や偏見の解消に

向けて人権・同和教育を推進し、児童・生徒の健全育成に取り組みま

す。 

人権の尊重と多様

性を認め合う学び

の場づくり 

〇 地区別人権・同和教育懇談会等の開催をはじめ、地域で福祉や人権に

ついて、誰もが参加しやすい学ぶ機会を充実し、広く町民と地域の福

祉課題を共有し、解決に向けて積極的に取り組む意識づくりを推進し

ます。 
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【基本目標２】交流の場づくり 

 

基本施策１ 支え合いの関係づくり 

日頃から近所で声を掛け合い、地域で困りごとを抱える人に気付き、早期の対応を図る

ことができるよう、地域全体による見守り活動を促進します。また、仲間づくりや地域と

の関わりを持つ身近な機会でもある地域活動についての情報を発信することで、町民の意

識の向上を図り、地域活動を促進します。 

 

取組名 取組内容 

世代間で交流する

機会づくり 

○ 子どもから高齢者まで、幅広い年齢層が地域の様々な福祉活動に参加

できるよう、地域で「顔の見える関係づくり」を促進するとともに、

生涯学習やイベントなど、世代間で交流する機会づくりに努めます。 

○ 社会福祉協議会や民生委員・児童委員と連携し、要介護高齢者や障が

いのある人、子育て家庭等に対して、地域行事やイベントなどへの参

加の呼び掛けを促進するとともに、ひきこもりの防止に努めます。 

地域における活動

情報の提供 

○ 地域における子どもや高齢者への見守り活動をはじめ、住民同士の親

睦とつながりづくりなどを目的とする様々なコミュニティ活動につい

て、町民への周知を図り、参加の促進に努めます。 

支え合いの関係づ

くり 

○ 身近な地域で様々な機会を通して、高齢者や障がいのある人、子育て

家庭などが抱える悩みや不安の把握に努め、その解決に向けて、住民

同士が支え合える関係づくりを促進します。 

地域住民同士の交

流の促進 

○ 地域住民や関係機関等との連携を図り、友愛訪問、給食サービス、サ

ロン等を実施して、住民同士の交流を促進します。 

高齢者の見守りや

支え合いの促進 

○ 多様な主体が行っている高齢者の見守り活動に関する情報を、地域包

括支援センターで把握し、支援を必要とする高齢者に適切な支援を行

う体制の充実を図ります。 

生活支援コーディ

ネーターによる支

援の充実 

○ 生活支援コーディネーターが、地域に不足する福祉サービスの洗い出

しや生活支援サービスの提供体制づくりを推進します。また、社会福

祉協議会や関係機関との連携を強化し、福祉のネットワークづくりを

推進します。 
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基本施策２ 気軽に集える交流の場づくり 

孤立しがちな高齢者や障がいのある人、子育て家庭をはじめ、誰もが気軽に集える活動

拠点を充実し、仲間づくりや健康づくり、介護予防活動等の活発な展開を促進するととも

に、地域住民の主体的な活動を促進します。 

 

取組名 取組内容 

町民の交流の場づ

くり 

○ 高齢者や障がいのある人、子育て家庭など、既存施設の有効活用も含

め、サークル活動や防災教室、健康づくり活動など、様々な立場の人

が交流することができる場の整備や提供に努めます。 

保健・福祉の拠点

の充実 

○ 地域の保健センターを拠点として、高齢者がいつまでも元気に自分ら

しく生活できるよう、生活習慣病予防やフレイル予防、認知症予防の

活動を通して、健康づくりに関連する施策を推進し、健康寿命の延伸

を目指します。 

地域生活支援拠点

の整備 

○ 障がいのある人の、地域生活への移行に向けた支援及び地域生活支援

を充実させるため、地域生活支援拠点を整備し、コーディネーターや

障害福祉サービス事業所等の担当者の配置、支援ネットワークなどに

よる効果的な支援体制及び緊急時の連絡体制の構築を進めます。 

地域子育て支援拠

点事業の充実 

○ 子育て交流広場（スマイルルーム）において、日頃、家庭で育児をし

ている保護者を対象に、親子で楽しい時間を過ごし、子育てに関する

相談や情報交換の場を提供し、子育ての負担の軽減を図ります。 

支援拠点機能の充

実 

○ ニーズに応じて気軽に利用できる福祉の拠点として、保健センターを

はじめ、子育て交流広場（スマイルルーム）など拠点機能の充実に努

め、町民の利用を促進します。 

地域に開かれた学

校づくりの推進 

○ 家庭、地域と連携し、地域資源を十分に活用しながら、地域学校協働

本部の活動を充実させるとともに、学校と地域住民等が協働して学校

の運営にあたるコミュニティ・スクールも視野に入れ、特色ある「地

域とともにある学校」づくりを目指します。 

障がいのある人へ

の活動支援 

○ 障がいのある人とその家族の主体的な活動を支援するため、障がい者

団体、区長会、ボランティア団体と連携し、障がいのある人も参加し

やすいスポーツ、文化、レクリエーション活動などの拡大を図ります。 
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【基本目標３】福祉の担い手づくり 

 

基本施策１ 地域活動やボランティア活動への参加促進 

町民の誰もが、身近に地域との関わりを持つことができる機会として、気軽に参加でき

る地域活動やボランティア活動の普及をはじめ、参加へのきっかけづくりを推進します。

また、社会福祉協議会等、関係機関と連携し、幅広い世代へのボランティア活動へ参加す

る意識の向上や参加の促進を図ります。 

 

取組名 取組内容 

地域活動への参加

の促進 

○ 社会福祉協議会や区長会等と連携し、地域で行われる様々な地域活動

について町民への周知を図り、幅広い年齢層や職種からの参加を促進

します。 

地域の活動団体へ

の支援 

○ 地区の活動や老人クラブ、町内のボランティアグループや社会福祉協

議会の活動など、地域で活動する団体や組織の活動を支援し、それぞ

れの活動の活性化を図ります。 

ボランティア活動

への参加の促進 

○ 社会福祉協議会と連携し、誰もが気軽に取り組めるボランティア活動

の提案や情報の提供に努めるとともに、幅広い年齢層へのボランティ

ア意識の普及に努めます。 

○ 社会福祉協議会と連携し、ボランティア団体の育成を支援し、ボラン

ティア活動の促進と活動の活発化を図ります。 

地域介護予防活動

支援 

○ 介護予防活動に必要な知識や情報の提供に努めるなど、ボランティア

団体やサロンの活動を支援するとともに、自主的な活動グループの設

立を支援します。 

子育てボランティ

ア活動の活性化 

○ 社会福祉協議会等、関係機関と連携し、子育てに関わる様々なボラン

ティアの養成に努めるとともに、ボランティアグループの育成や啓発

に努めます。 

食生活改善推進協

議会活動 

○ 食生活の改善を中心とした健康づくりを推進するため、健康食生活普

及事業や独居老人給食サービス、伊方まつり等、地域のボランティア

活動を行うとともに、若年層を中心とした人材の確保、育成に努めま

す。 
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基本施策２ 福祉の担い手の育成と人的資源の発掘 

福祉についての知識や理解を深める機会の充実をはじめ、福祉人材の育成に向けた取組

を推進し、地域で福祉リーダーや担い手を育成します。また、地域住民の経験と能力を地

域福祉の活動に生かすため、福祉の担い手の育成と発掘に努めます。 

 

取組名 取組内容 

福祉の担い手の育

成 

○ 誰もが福祉の担い手となれるよう、人材育成に向けた講座や研修等の

機会を充実し、町民の福祉への理解を深めるとともに、地域福祉活動

の中心的な役割を担うリーダーや活動団体の育成を図ります。 

○ 地域で福祉活動を展開する、関係団体等への支援や適切な情報の提供

に努め、地域の活性化や人材の育成、確保を図ります。 

○ 認知症高齢者の見守り、行方不明者の捜索等を支援する「オレンジネッ

トワーク」の体制の改善に努めます。 

介護人材の確保・

定着への支援 

○ 適正な介護サービスが提供できるよう、サービスの担い手である介護

職員や看護職員等、介護人材の確保、育成、人材の発掘に向けた取組

を推進します。 

○ 介護に関する研修や講演会の開催を通して、介護人材の技術力の向上

を図るとともに、介護保険サービス事業所、介護施設等に従事する人

材の定着を図ります。 

手話奉仕員等の養

成 

○ 手話や要約筆記、点訳、音訳など、障がいのある人がコミュニケーショ

ンするために必要な奉仕員の養成に努めるとともに、養成講座への参

加を促進するため、より効果的な情報発信方法を検討します。 

専門的な担い手の

育成 

○ 認知症サポーターの養成講座を開催し、認知症についての理解を深め、

認知症の人やその家族を支援するサポーターの増員に努めます。 

○ 職域や企業等をはじめ、町民に幅広くゲートキーパー養成講座への参

加を促進し、自殺予防に取り組める人材の育成を図ります。 

○ 誰もが適切な福祉サービスを利用できるよう、保健師等の専門職によ

る相談など、相談機能の専門性を確保するとともに、研修等の充実に

よる専門職の育成を推進します。 
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【基本目標４】困りごとに寄り添う相談支援体制づくり 

 

基本施策１ 誰一人取り残さないきめ細かな相談支援体制づくり 

ひきこもり、８０５０問題、ヤングケアラー問題等、多様化、複雑化する町民の悩みや

困りごとをはじめ、制度の狭間にあることから相談先が分からないといったケースにも対

応できるよう、相談窓口の周知を図ります。また、高齢者や障がいのある人、子育て家庭

や生活困窮世帯など、地域から孤立するようなことがないよう、相談機能の充実を図り「誰

一人取り残さない支援」に取り組みます。 

 

取組名 取組内容 

相談しやすい体制

の整備 

○ 町の広報紙やホームページをはじめ、多様な手段を活用して相談窓口

の周知を図ります。 

○ 地域住民の複雑化、多様化した支援ニーズに対応するため、社会福祉

協議会をはじめ、関係機関や庁内関係課と連携して、保健、福祉の総

合相談窓口の整備を検討するなど、包括的な支援体制の構築を目指し

ます。 

○ 町民の相談に専門性を持ち適切に対応できるよう、関係機関と連携し、

相談体制の構築に努めます。 

総合相談支援 

○ 保健師、社会福祉士等が中心となり、地域の高齢者が安心して生活を

続けることができるよう、情報収集や相談等により必要な支援を把握

し、適切なサービス利用や関係機関による支援につなぎます。 

生活困窮者自立支

援 

○ 「生活困窮者自立支援事業」により、生活に困りごとや不安を抱えて

いる人へのセーフティネットとして、支援員が相談を受け、どのよう

な支援が必要かを本人と共に考え、具体的な支援プランを作成し、寄

り添いながら自立に向けた支援を行います。 

ひとり親家庭、貧

困家庭の自立支援

の推進 

○ ひとり親家庭が経済的にも精神的にも安定した生活が送れるよう、ま

た、児童・生徒の健全育成や福祉の向上が図られるよう、関係機関と

連携し、保護者の就業相談や指導などの充実に努めるほか、利用可能

な制度の情報提供や適切な利用の促進を図ります。 

○ 様々な理由により経済的に困窮している貧困家庭について、実態の把

握に努めるとともに、家庭の状況に応じた支援に努めます。 
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取組名 取組内容 

制度の狭間にある

人への支援 

○ ひきこもり状態にある人や８０５０問題、ダブルケア問題、ヤングケ

アラー問題、セルフネグレクト（自己放任）など、多様化、複雑化す

る生活課題を抱え、地域の中で見えにくい潜在的な要支援者を早期に

発見し、適切な支援につなぐため、民生委員・児童委員をはじめ、関

係機関と連携して取り組めるよう、体制の強化を図るとともに、庁内

の分野横断的な連携の強化を図ります。 

自殺対策の推進 

○ 「伊方町自殺対策計画」に基づき、地域における自殺予防を推進する

ため、関係機関と連携し、地域におけるネットワークの強化や自殺対

策を支える人材の育成、生きることの促進要因への支援など、具体的

な自殺対策を推進し、誰も自殺に追い込まれることのない伊方町の実

現を目指します。 

○ うつ病や心の悩みを抱えている人に対して、適切に相談に対応すると

ともに、必要に応じて関係機関につなぎます。 

 

 

 

  



46 

 

基本施策２ 福祉のネットワークづくり 

社会福祉協議会をはじめ、地域の福祉活動を担う多様な団体や多職種との連携を強化し、

協働しやすい体制づくりに努めるとともに、関連する分野の活動団体同士をつなぎ、町民

の福祉ニーズの早期発見、多岐にわたる地域の生活課題の解決、支援の充実に向けて、効

果的な福祉のネットワークづくりを推進します。 

 

取組名 取組内容 

福祉活動のネット

ワークづくり 

○ 社会福祉協議会等、関係機関と連携し、民生委員・児童委員や各地域

の見守り活動等を通して、地域住民が抱える様々な福祉課題を発見で

きる仕組みづくりを促進します。 

○ 地域や関係機関の多職種が行政と協働して、それぞれの得意分野や活

動を生かしてネットワークをつくり、地域におけるニーズの把握や課

題の解決に努めるとともに、お互いに支え合う地域づくりを促進しま

す。 

地域包括ケアシス

テムの推進 

○ 高齢者や精神障がいのある人が、住み慣れた地域で自分らしい暮らし

を続けることができるよう、住まい、医療、介護、介護予防、生活支

援が一体的に提供される「地域包括ケアシステム」の充実を目指しま

す。 

民生委員・児童委

員との連携の強化 

○ 地域住民が抱える地域課題を早期に発見し、解決につなぐため、身近

な相談役である民生委員・児童委員の活動を広く周知するとともに、

連携の強化を図ります。 

高齢者や障がいの

ある人の見守り支

援 

○ 一人暮らし高齢者が安心して生活できるよう、地域住民や民生委員・

児童委員による見守り、訪問活動など、コミュニティ活動の充実を図

るとともに、協力事業所等の協力を得て、高齢者を見守るネットワー

クを活用し、高齢者の安心、安全の確保を図ります。 

○ 障がいのある人について、地域における見守り活動や支え合い活動へ

の町民の参加を促進するとともに、地域における人材の発掘、育成に

取り組みます。 

老人クラブへの支

援 

○ 単位老人クラブ及び老人クラブ連合会の運営を支援し、高齢者の地域

での活動を促進します。 
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取組名 取組内容 

参加支援に向けた

取組 

○ 高齢者福祉や介護、障がいのある人、子育て家庭、生活困窮等、分野

横断的な連携により、相談者のニーズと地域の資源との橋渡しや必要

な資源の開拓など、社会とのつながりを保つための支援に取り組みま

す。 

地域づくりに向け

た取組 

○ 高齢者福祉や介護、障がいのある人、子育て家庭、生活困窮等、分野

横断的な連携により、一人一人が地域社会からの孤立することを防ぐ

ために、地域における多世代の交流や多様な活躍の場を確保する地域

づくりに向けた支援に取り組みます。 
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【基本目標５】暮らしを支える多様な支援体制づくり 

 

基本施策１ 多様な福祉サービスの適切な利用促進 

高齢者や障がいのある人、子育て家庭など、誰もが地域で安心して生活できるよう、庁

内で策定している各種福祉計画に基づき、福祉サービスの充実を図るとともに、一人一人

の生活実態やニーズに応じて、適切なサービス支援へとつなぎます。 

 

取組名 取組内容 

福祉サービスの適

切な利用促進 

○ 町民の誰もが、そのニーズに応じた福祉サービスを選択し、適切に利

用できるよう、町の広報紙やホームページ等、様々な媒体を活用して

福祉に関する制度やサービスの内容、申請方法等の情報を分かりやす

く発信します。 

○「伊方町介護保険事業計画・高齢者保健福祉計画」「伊方町障がい者計

画・障がい福祉計画・障がい児福祉計画」「伊方町子ども・子育て支

援事業計画」等、福祉分野の個別計画との整合を図るとともに、情報

共有と連携の強化に努め、協働による地域全体の福祉の向上を推進し

ます。 

新たなニーズや課

題への対応 

○ 地域住民や社会福祉協議会、民生委員・児童委員、サービス提供事業

所等、関係機関の多職種が行政と協働して、福祉サービスを必要とす

る人の把握に努めるとともに、様々な課題や新たなニーズに対応した

生活支援や福祉サービスについて共に検討します。 

福祉サービスの質

の確保 

○ 介護保険サービスや障害福祉サービス提供事業者向けの研修や人材確

保を支援し、サービスの質の向上に努めます。 

○ 各種福祉サービスに対する、問い合わせや苦情などを申し立てしやす

い環境づくりに努めるとともに、利用者やその家族に対する苦情解決

方法の周知と、苦情解決体制の充実を図ります。 

障がいのある人へ

の就労の促進 

○ 相談支援事業所と連携し、障がいのある人の職場の選択や職場の中で

の困りごとが相談できるなど、就労の定着を支援するとともに、障が

いのある人の一般就労の促進に努めます。 

住まいの確保 

○ 生活に困窮している人や高齢者、障がいのある人、子育て家庭等、配

慮を必要とする人の住まいの確保や生活の安定、自立に向け、関係機

関と連携し、公営住宅に関する情報提供等を行います。 

○ 町内にグループホームを活用し、障がいのある人が地域で自立して生

活するための環境の整備を図ります。 
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基本施策２ 権利擁護の推進 

一人暮らしの高齢者世帯や高齢者のみの世帯、認知症の人の増加などを見据え、関係機

関と連携して総合的な権利擁護事業を推進するとともに、制度の内容について分かりやす

い情報提供や周知により、適切な利用を促進します。また、関係機関と連携し、暴力や虐

待の未然防止、早期発見、早期対応に努めます。 

 

取組名 取組内容 

権利擁護の推進 

○ 町の広報紙やホームページ、パンフレット配布など、あらゆる手段や

機会を活用し、権利擁護に関する制度についての普及に向けた啓発を

推進し、町民の権利擁護に対する意識の向上を図ります。 

○ 認知症状や知的障がい、精神障がい等により、判断能力が十分でない

人に対して、福祉サービスの利用援助や日常的金銭管理の支援、相談

などを行う権利擁護事業に取り組みます。 

高齢者虐待の防止

及び対応 

○ 高齢者への虐待行為を防止するために、家族介護者への支援や相談事

業により、介護者の心身の負担の軽減を図るとともに、早期の対応、

解決の実現に努めます。 

○ 身体的、心理的暴力やネグレクト、高齢者の財産の不当な処分等につ

いては、近隣住民や関係者からの通報（通告義務等）により、町や地

域包括支援センターが事実を確認し、高齢者の保護や面会制限等の対

策を実施します。 

障がいのある人へ

の差別や虐待の防

止 

○ 障がいのある人への虐待行為を防止するために、家族への支援や相談

事業等により、早期の対応、解決の実現に努めます。 

○ 障がい等を理由とする偏見や社会的排除の防止、制約の事例紹介、直

接的、間接的差別の禁止、虐待の防止に向けた活動等に関する啓発活

動を推進します。 

児童虐待防止対策

及び対応の充実 

○ 児童虐待の防止に関する通告義務等の啓発活動を推進するとともに、

要保護児童対策地域協議会のケース会議を開催し、関係機関との情報

交換や情報共有を行い、児童虐待の早期発見と対応、発生の予防に努

めます。 

あらゆる暴力をな

くす運動の啓発 

○ ＤＶやデートＤＶをはじめ、ストーカー行為やインターネット上にお

ける中傷など、あらゆる暴力の根絶について、その背景や趣旨を町民

が周知し、正しく理解できるよう、町の広報紙やホームページ、パン

フレット配布など、あらゆる手段や機会を活用した啓発活動を推進し

ます。 
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取組名 取組内容 

成年後見制度の普

及と利用促進 

○ 本計画と一体的に策定している「伊方町成年後見制度利用促進基本計

画」に基づき、町の広報紙やホームページ、パンフレット配布など、

あらゆる手段や機会を活用し、普及に向けた啓発を図るとともに、適

切な利用の促進を図ります。 
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【基本目標６】安心して暮らせるまちづくり 

 

基本施策１ 防災・防犯対策の推進 

近年、各地で頻発する地震や台風、豪雨等の災害に対して、地域における自主防災組織

の活動の活発化をはじめ、地域住民や関係機関、行政が協働して地域の防災体制の強化や

避難行動要支援者への支援を図り、災害に強いまちづくりを推進します。 

日頃から、住民同士の顔の見える関係づくりを促進し、関係機関と連携した防犯体制の

充実による、安心して暮らせる安全なまちづくりを推進します。 

 

取組名 取組内容 

防災体制の充実 

○ 「伊方町地域防災計画」に基づき、災害発生時、速やかに防災情報を

伝達するとともに、防災情報の入手手段の普及、入手方法の充実に努

めます。 

○ 災害時に特に支援が必要な「避難行動要支援者」の登録に基づき、避

難支援が適切に行えるよう、体制の整備に努めます。 

○ 避難訓練を実施する際には、高齢者等にも積極的に参加してもらうよ

う情報の提供に努めるとともに、災害発生時の対応として、高齢者や

障がいのある人のケアが可能な福祉避難所の確保に努めます。 

○ 原子力防災訓練実施事業により、緊急時における災害対策の習熟と防

災関係機関の相互協力体制の強化を図ります。 

○ 地域の消防団活動を支援するとともに、自主防災組織との連携を強化

し、防災体制の強化を図ります。 

防犯体制の整備 

○ 地域の防犯意識を高めるため、啓発活動に努めるとともに、関係機関

と連携し、地域住民同士が日常生活で声掛けや見守り活動を行う体制

づくりを支援します。 

○ 身近な犯罪の防止や犯罪が発生しにくい環境づくりを進めるため、警

察署や関係機関、関係団体等と連携して暴力追放や防犯活動を展開し、

安全、安心なまちづくりを推進します。 

○ ＰＴＡによる地域見守り隊をはじめ、警察協助員等の防犯パトロール

活動を通して、防犯体制の強化を図ります。 

○ インターネットやスマートフォンを安全に使用するために、児童・生

徒、保護者を対象として、インターネットやＳＮＳ等の危険性につい

ての周知や適正な利用に関する意識啓発を行い、トラブルから子ども

の安全を守ります。 
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取組名 取組内容 

交通安全対策の推

進 

○ 交通安全施設の整備により、町民の事故防止と安全な走行を図るとと

もに、交通安全協会等と連携し、町民に対する交通安全教室等を行い、

交通安全意識の向上と事故防止に努めます。 

消費者行政対策事

業の推進 

○ 消費者トラブルによる被害者救済を適切に行うとともに、消費者トラ

ブルを回避するための情報発信に努め、町民の安全、安心な暮らしを

確保します。 

再犯防止対策の推

進 

○ 町民が安全で安心して暮らせる社会の実現を図るため「伊方町再犯防

止推進計画」を本計画と一体的に策定し、関係機関との連携を図りな

がら、再犯防止施策を推進します。 
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基本施策２ 人にやさしいまちづくり 

ユニバーサルデザインの考え方に基づく公共施設等の整備を促進するとともに、道路や

公共施設等のバリアフリー化の推進や移動手段の確保など、誰もが安全で快適に暮らせる

まちづくりを推進します。 

 

取組名 取組内容 

ユニバーサルデザ

インのまちづくり 

○ 高齢者や障がいのある人、子どもをはじめ、誰もが安全で快適に暮ら

すことができるよう、ユニバーサルデザインの考え方に基づき、公共

施設や公園等生活空間のバリアフリー化等、改修、整備に努めます。 

○ 傾斜が多い一部の地域においては、階段や細い街路への手すりの取り

付けなど、高齢者等の利便性の向上を図ります。 

移動支援 

○ 「伊方町地域巡回バス」の情報提供を行い、高齢者等、利用者からの

意見の把握に努め、運行ダイヤや経路ルートを検討し、ひきこもりの

防止、外出の促進を図ります。 

買い物弱者対策 

○ 移動手段のない高齢者や障がいのある人など、いわゆる「買い物難民」

を対象に、町内の事業者と連携し、移動販売事業等を実施し、日常生

活の利便性向上による暮らしやすい環境づくりに努めます。 
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第６章 伊方町成年後見制度利用促進基本計画 

 

【１】計画策定の社会的背景と趣旨 

 

一人暮らし高齢者や高齢者のみの世帯の増加とともに、身寄りのない高齢者が認知症に

なることや知的障がい、精神障がいのある人が、親なき後に家族からの支援が受けられな

くなったことにより、金銭管理や日常生活が困難になるケースなど、高齢化の進行に伴い、

今後もこのような困難を抱える人が増えてくると考えられます。 

成年後見制度は、認知症状や知的障がい等があることにより判断能力が不十分となり、

日常生活や財産の管理等に支援が必要な人を社会全体で支え合うための制度であり、高齢

化の進行等を背景として、今後、成年後見制度の需要が高まることが見込まれています。 

国においては、令和４（2022）年３月に「第二期 成年後見制度利用促進基本計画」が策

定され、制度の利用促進に関する施策が推進されています。 

「成年後見制度利用促進法」の規定では、市町村に「市町村成年後見制度利用促進基本

計画」の策定を求めており、さらに「第二期 成年後見制度利用促進基本計画」では、市町

村に対して、関係機関と連携し、地域の実情に応じた地域連携ネットワークの構築や中核

機関等の計画的な整備が求められています。 

本町においても、町民の生活に密接に関わる成年後見制度を積極的に推進するために、

本章を「成年後見制度利用促進法」の規定に基づく「伊方町成年後見制度利用促進基本計

画」として位置付け、関係機関との連携をはじめ、地域福祉計画における権利擁護事業と

の連携を踏まえ、成年後見制度の利用促進及び権利擁護体制の充実を図ることとします。 

 

【２】計画の期間及び評価・見直し 

 

「伊方町成年後見制度利用促進基本計画」は、「伊方町第９期介護保険事業計画・高齢者

保健福祉計画」及び「伊方町障がい者計画・第７期障がい福祉計画・第３期障がい児福祉

計画」と一体的に策定しており、令和６（2024）年度～令和８（2026）年度を計画期間と

しています。そのため、上記両計画の見直しと合わせ、３年ごとに「伊方町高齢者及び障

がい者権利擁護ネットワーク協議会（仮称）」等の意見を聴き、計画の評価を行い、計画を

見直します。 

 

  



55 

 

【３】本町の現状 

 

１ 成年後見制度の利用状況 

成年後見制度の利用状況をみると、令和５（2023）年度では助成件数及び町長申立件数

が各１件となっています。 

 

【 成年後見制度の利用状況 】  

 平成 30 

（2018）年度 

令和元 

（2019）年度 

令和２ 

（2020）年度 

令和３ 

（2021）年度 

令和４ 

（2022）年度 

令和５ 

（2023）年度 

助成件数（件） 1 0 1 2 6 1 

町長申立件数（件） 1 4 2 5 6 1 

 

 

 平成 30 

（2018）年度 

令和元 

（2019）年度 

令和２ 

（2020）年度 

令和３ 

（2021）年度 

令和４ 

（2022）年度 

令和５ 

（2023）年度 

後見（人）※１ 1 1 1 5 4 1 

保佐（人）※２ 0 2 0 0 1 0 

補助（人）※３ 0 1 1 0 1 0 

任意後見（人）※４ 0 0 0 0 0 0 

資料：成年後見制度町長申立て名簿（各年度３月末日現在） 

 

※１ 成年後見制度の対象者区分（３類型）の中でも、最も重い類型で、判断能力がほとんどなくなってしまった人に適

用される。後見の場合、家庭裁判所に選ばれた「成年後見人」が「成年被後見人」を法的に支援、保護する。 

※２ ３類型の中では中間的な位置付けにあり、日常的な事柄は一人でできても、不動産取引等の重要な法律行為を一人

ですることに不安があるような人に適用される。 

※３ ３類型の中では最も軽い類型で、判断能力がある程度低下してしまった人に適用される。補助の場合「補助人」が

「被補助人」を法的に支援する。 

※４ 将来、判断能力が不十分になったときの後見事務の内容及び任意後見人を、自ら事前の契約によって決めておく制

度で、本人が契約の締結等に必要な判断能力を有している間に、公正証書の作成が必要となる。 
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２ 成年後見制度の認知状況 

アンケート調査結果では、成年後見制度については、約７割が名称を知っていると回答

していますが、内容までよく知っている人はおよそ４人に１人の割合となっています。認

知率は、特に親の介護世代にあたると考えられる 50 代で最も多くなっています。また、福

祉への関心が高い人ほど認知率も高い傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【 成年後見制度の認知状況 】 

25.6

25.0

26.2

25.6

25.0

27.7

30.2

22.8

21.3

42.2

27.3

13.9

8.8

43.7

44.1

43.9

32.2

44.5

43.8

43.2

53.7

42.7

35.6

46.8

43.8

26.5

27.4

26.3

28.1

40.0

29.7

27.7

22.3

21.1

25.3

17.8

23.3

40.9

58.8

3.3

4.6

1.8

2.2

0.8

0.7

4.3

2.4

10.7

4.4

2.6

1.5

5.9

凡例（％）

全体(N=698)

【性別】

男性(n=304)

女性(n=385)

【年齢別】

29歳以下(n=90)

30代(n=128)

40代(n=137)

50代(n=139)

60～74歳(n=123)

75歳以上(n=75)

【福祉課題への関心別】

とても関心がある(n=90)

どちらかといえばある(n=417)

どちらかといえばない(n=137)

全くない(n=34)

内容までよく

知っている

名前を見聞きした

ことはあるが内容
はよく知らない

知らない 無回答

【年齢別】

【福祉課題への関心別】

【性別】
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【４】基本的な取組方針 

 

本町における成年後見制度に係る取組やアンケート調査結果から読み取れる課題など

を踏まえ、次に掲げる基本的な方針に基づき、具体的な取組を展開します。 

 

目 的 
○ 誰もが住み慣れた地域で、地域の人々と支え合いながら、尊厳を

持って、その人らしい生活を継続できることを目指します。 

取組目標 

○ 権利や財産の保護を必要とする人が、成年後見制度をその人らしい

生活を守るための制度として利用できる、権利擁護支援の地域ネッ

トワークを構築します。 

ネットワークの

役割 

○ 権利擁護支援が必要な人の発見、支援 

○ 早期の段階からの相談、対応体制の整備 

○ 意思決定支援、身上監護を重視した、成年後見制度利用の運用に資

する支援体制の構築 

施策の体系 

基本施策１ 成年後見制度の周知と理解の促進 

基本施策２ 利用促進に向けた支援体制の整備 

基本施策３ 関係機関との連携による適切な運用の推進 
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【５】施策の展開 

 

基本施策１ 成年後見制度の周知と理解の促進 

 

取組名 取組内容 

広報・啓発活動の

推進 

○ 町民の成年後見制度に対する関心を高め、理解の促進につながるよう、

関係機関と連携し、町の広報紙やホームページなど、あらゆる手段や

機会を活用して周知を図るとともに、制度の適切な利用に関する啓発

活動を推進します。 

相談窓口の周知 
○ 町の広報紙やホームページなど、多様な媒体や機会を活用して、成年

後見制度の利用に関する相談窓口の周知に努めます。 

対応する職員等の

資質向上 

○ 関係機関と連携し、本町の職員をはじめ、ケアマネジャーや障害者相

談支援事業所等を対象とした研修会等の開催に努め、成年後見制度の

理解を深めるとともに、個別のニーズを把握し、制度の利用につなぐ

ことができる人材の育成に努めます。 

 

【 具体的な取組内容 】 

○ ホームページ作成、広報紙への掲載 

○ 町施設や社会福祉法人等へのポスターの掲示 

○ 町民向け講演会、関係者向け研修会の実施 

○ パンフレット等の作成、関係機関への配布 

○ 広報内容、広報手段の随時見直し、改善 など 

 

 

基本施策２ 利用促進に向けた支援体制の整備 

 

取組名 取組内容 

支援が必要な人の

早期発見体制づく

り 

○ 財産管理や必要な福祉サービスの利用手続きなど、権利擁護の支援が

必要な人について、早期の発見に努めるとともに、速やかに必要な支

援につなぐことができる体制の整備に努めます。 

○ 地域住民や家族からの相談、社会福祉協議会やケアマネジャー、民生

委員・児童委員からの相談など、体制の整備にあたっては、関係機関

と連携した早期発見の仕組みづくりに努めます。 
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取組名 取組内容 

相談支援体制の整

備 

○ 支援が必要な人やその家族等が、成年後見制度の利用について身近な

地域で気軽に相談できるよう、関係機関と連携し相談窓口の周知及び

機能の充実を図るとともに、本人の意思や心身の状態、生活の状況等

を踏まえ、丁寧な制度の説明、きめ細かな相談支援に努めます。 

ケース会議の開催 

○ 成年後見制度の利用が適当であると判断された案件について、ケース

会議の場を設定します。ケース会議は、町職員、相談支援機関の職員、

その他関係機関が参加するほか、専門職団体に専門職の派遣を依頼し、

法的、福祉的に複雑な案件に対応する環境を整えます。 

町長申立の実施 
○ 成年後見制度の利用が必要な状況であり、身近に申し立てる親族がい

ない場合に、成年後見町長申立を実施します。 

 

【 具体的な取組内容 】 

○ 常設の一般相談窓口 

○ 町長申立の実施など成年後見人等候補者の調整を行うケース会議の開催 

 

 

基本施策３ 関係機関との連携による適切な運用の推進 

 

取組名 取組内容 

後見人支援 

○ 十分な研修や組織的な支援を受けることができない親族後見人等が、

一人で悩みや問題を抱えることがないよう、日常的な相談に対応する

とともに、本人の判断能力に変化があった場合など、適切な支援を継

続できるよう、支援チームによる相談に対応します。 

○ 実施にあたっては、親族後見人等からの日常的な相談にも対応するほ

か、後見人支援のために、専門的知見が必要であると判断された場合

の専門家の参加依頼、家庭裁判所との連絡、調整を図ります。 

チームによる支援

体制の整備 

○ 本人に身近な親族、福祉、医療、地域等の関係者と後見人がチームと

なって、日常的に本人を見守り、本人の意思や状況を継続的に把握し、

必要な対応を行います。 

○ 「伊方町高齢者及び障がい者権利擁護ネットワーク協議会（仮称）」

では、後見等開始の前後を問わず「チーム」に対して、法律や福祉の

専門的助言等、必要な支援を行います。 

 

 

  



60 

協議会 

 

取組名 取組内容 

中核機関・地域連

携ネットワークの

整備 

○ 地域の福祉や法律の専門職等と連携し、地域における制度の推進役と

して、地域連携ネットワークの中核となる機関（中核機関）を伊方町

保健福祉課に設置し、名称を「伊方町成年後見支援センター（仮称）」

とします。 

○ 「伊方町成年後見支援センター（仮称）」には「司令塔機能」「事務局

機能」「進行管理機能」の役割を定め、専門職による専門的助言等の

確保や「伊方町高齢者及び障がい者権利擁護ネットワーク協議会（仮

称）」の事務局など、地域連携ネットワークの運営、調整を担います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

チーム 

介護 
サービス 
事業者 

医療機関 
ケアマネジャー 

障害福祉 
サービス 
事業者 

医療機関 

相談支援 
専門員 

本人 
（認知症高齢者） 

本人 
（障がいのある人） 

後見人等 後見人等 

チーム 

地域包括支援 

センター 

社会福祉 

協議会 

民生委員・ 

児童委員 

自治会等 

地域関係団体 

弁護士会・司法書士会 

・社会福祉士会等 

民間団体・ 

ＮＰＯ等 

医療・福祉 

関係団体 

金融機関 家庭裁判所 中核機関 市町村 都道府県 

○ 相談対応 

○ チームの支援 

○ 協議会の開催 

○ 家庭裁判所との連携 

○ 後見人受任者調整の支援・・・等 

直営又は委託 連携・支援 

【 地域連携ネットワークの役割 】 

○ 権利擁護支援の必要な人の発見、支援 

○ 早期の段階からの相談、対応体制の整備 

○ 意思決定支援、身上保護を重視した成年後見制度の運用に資する支援体制の構築 

 

【 地域連携ネットワークの機能 】 

○ 広報機能、相談機能、利用促進機能、後見人支援機能、不正防止効果 

【 地域連携ネットワークのイメージ図 】 

資料：厚生労働省の資料に基づき作成 
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取組名 取組内容 

不正防止 

○ 親族や後見人等の理解不足、知識不足による不正や意図的な不正行為

の予防、早期発見につながるよう、後見人等と状況確認や情報提供、

相談対応を行います。 

成年後見制度の利

用に関する助成 

○ 成年後見制度の利用が必要な 65 歳以上の高齢者、知的障がいのある

人、精神障がいのある人に対して、町長申立による成年後見制度の申

し立てに要する経費について、低所得者が負担する後見人等への報酬

の全部又は一部を助成します。（介護保険事業における地域支援事業

及び地域生活支援事業補助金） 

 

【 具体的な取組内容 】 

○ 常設の一般相談窓口 

○ 地域連携ネットワークによる情報提供、現状把握 

○ 不正事例の情報収集、情報発信 など 
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第７章 伊方町再犯防止推進計画 

 

【１】計画策定の社会的背景と趣旨 

 

全国における刑法犯の認知件数は、令和５（2023）年で約 70 万件となっており、平成 30

（2018）年から令和３（2021）年にかけて減少傾向にあったものの、令和４（2022）年以

降、増加で推移しています。 

刑法犯により検挙された人のうち再犯者※１の人員は、令和５（2023）年では約８万 1,000

人で、刑法犯検挙者に占める再犯者の人員の割合（再犯者率※２）は 47.9％となっており、

再犯者率は横ばいで推移しています。 

罪や非行をした人の多くは、安定した仕事に就けないことや住居を確保できないことな

どにより、社会への復帰が困難な状況にあることが、再犯の大きな要因であるとされてい

ます。 

国においては「再犯防止推進法」の施行により、再犯の防止等に関する国や地方公共団

体の責務を明確にし、総合的かつ計画的に再犯防止施策を推進していくための基本事項を

定めるとともに、都道府県及び市町村に対して「地方再犯防止推進計画」の策定に努める

ことを求めています。また、令和５（2023）年３月に「第二次再犯防止推進計画」が策定

されました。 

本町においては、再犯防止施策に係る取組を「再犯防止推進法」の規定に基づく「伊方

町再犯防止推進計画」として位置付け、誰もが安全で安心して暮らせる社会を実現するた

め、再犯防止施策の推進に取り組みます。 
 

※１ 前に道路交通法違反を除く犯罪により検挙されたことがあり、再び検挙された者のこと。 

※２ 刑法犯検挙人員に占める再犯者の人員の比率のこと。 

 

【２】計画の期間 

 

「伊方町再犯防止推進計画」の計画期間は「伊方町第１次地域福祉計画」と一体的に策

定することから、令和７（2025）年度から令和 13（2031）年度までの７年間とします。 

ただし、社会情勢の変化や制度等の改正、本町の現状の変化等により、適宜、内容につ

いての見直しを行う場合があります。 

 

【３】計画の対象者 

 

「伊方町再犯防止推進計画」の対象者は「再犯防止推進法」第２条第１項に規定する「犯

罪をした者又は非行少年（非行のある少年をいう。）若しくは非行少年であった者」です。 
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【４】愛媛県の動向 

 

愛媛県においては、令和６（2024）年３月に「第二次愛媛県再犯防止推進計画」を策定

し「再犯防止推進法」に掲げる「基本理念」及び国の「再犯防止推進計画」に掲げる「基

本方針」を踏まえて取り組むこととしています。 

「第二次愛媛県再犯防止推進計画」では、愛媛県の状況に応じて、次の６つの重点課題

に取り組むこととしています。 

 

 

 

重点課題 

① 国・市町・民間団体等との連携強化 

② 就労・住居の確保 

③ 保健医療・福祉サービスの利用の促進 

④ 非行の防止及び学校等と連携した修学支援の実施等 

⑤ 犯罪をした者等の特性に応じた効果的な支援の実施 

⑥ 民間協力者の活動の促進、広報・啓発活動の推進 

 

 

【５】再犯防止施策を取り巻く現状 

 

１ 刑法犯認知件数 

刑法犯認知件数の推移をみると、全国及び愛媛県では令和３（2021）年まで減少傾向に

ありましたが、令和４（2022）年以降、増加傾向にあります。本町では増減しながら推移

しており、令和５（2023）年では、愛媛県で 6,809 件、本町は 28 件となっています。 

 

【 刑法犯認知件数の推移 】 （単位：件） 

 平成 30 

（2018）年 

令和元 

（2019）年 

令和２ 

（2020）年 

令和３ 

（2021）年 

令和４ 

（2022）年 

令和５ 

（2023）年 

増減率 

（％） 

全国 817,338 748,559 614,231 568,104 601,331 703,351 -13.9  

愛媛県 8,626 7,446 6,433 5,804 5,970 6,809 -21.1 

伊方町 16 18 7 12 15 28 75.0 

 

注：増減率は、平成 30（2018）年から令和５（2023）年にかけての増減割合 

資料：全国及び愛媛県は警察庁「刑法犯に関する統計資料」、伊方町は「愛媛県オープンデータ」より作成 

 

  

【 参考／「第二次愛媛県再犯防止推進計画」における重点課題 】 
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２ 愛媛県における再犯の状況 

全国及び愛媛県においては、近年、検挙者数及び再犯者数は減少傾向にあり、再犯者率

は５割程度となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

愛媛県における犯罪少年（刑法）の再犯者数は、増減しながら推移しており、令和５（2023）

年では再犯者率は 31.9％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：「第二次愛媛県再犯防止推進計画」より作成 

 

  

愛媛県 

全国 

【 刑法犯検挙者中の再犯者数・再犯者率 】 

【 犯罪少年（刑法）の再犯者数・再犯者率（愛媛県） 】 

206,094
192,607 182,582 175,041 169,409

100,601 93,967 89,667 85,032 81,183

48.8 48.8 49.1 48.6 
47.9 

25.0

35.0

45.0

55.0

65.0

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

平成30

（2018）年

令和元

（2019）年

令和２

（2020）年

令和３

（2021）年

令和４

（2022）年

検挙者数 再犯者数 再犯者率
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資料：全国は「再犯防止推進白書」、愛媛県は「第二次愛媛県再犯防止推進計画」より作成 
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３ アンケート調査結果の概要 

（１）保護司の認知状況 

アンケート調査結果では、保護司の「担当の人の名前や顔を知っている」人と「いるこ

とは知っているが名前や顔は知らない」人の合計で、およそ４人に１人の割合となってい

ます。 

年齢別では、30 代で「知らない」の割合が他の年齢層を大きく上回っています。 

一方で、福祉課題への関心が高い人やボランティア活動に参加した経験がある人ほど認

知率も高く、相関性がうかがえます。 

 

 

 

  

4.7

5.1

8.6

5.7

8.0

12.2

4.3

0.7

2.9

10.8

4.0

2.2

20.2

16.7

7.8

22.6

23.0

26.8

25.3

25.6

22.5

13.9

8.8

27.7

22.3

12.9

73.4

80.0

92.2

70.8

66.9

65.9

62.7

60.0

71.9

83.9

88.2

59.5

72.7

83.1

1.7

3.3

1.5

1.4

1.6

4.0

2.2

1.2

1.5

2.0

1.0

1.8

凡例（％）

全体(N=698)

【年齢別】

29歳以下(n=90)

30代(n=128)

40代(n=137)

50代(n=139)

60～74歳(n=123)

75歳以上(n=75)

【福祉課題への関心別】

とても関心がある(n=90)

どちらかといえばある(n=417)

どちらかといえばない(n=137)

全くない(n=34)

【ボランティア活動参加状況別】

参加している(n=148)

参加したことがある(n=300)

参加したことがない(n=225)

担当の人の名前や

顔を知っている

いることは知って

いるが名前や顔は

知らない

知らない 無回答

【年齢別】

【福祉課題への関心別】

【ボランティア活動参加状況別】

【 保護司の認知状況 】 
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（２）伊方町は犯罪の少ないまちだと思うこと 

伊方町は犯罪の少ないまちだと思うことについては、「思う」と回答した人がおよそ６割

となっています。 

年齢別では、30 代で「わからない」の割合が他の年齢層に比べて高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

61.7

64.4

56.3

59.1

61.9

65.9

66.7

8.6

7.8

6.3

9.5

11.5

5.7

10.7

28.1

24.4

37.5

29.9

24.5

27.6

20.0

1.6

3.3

1.5

2.2

0.8

2.7

凡例（％）

全体(N=698)

【年齢別】

29歳以下(n=90)

30代(n=128)

40代(n=137)

50代(n=139)

60～74歳(n=123)

75歳以上(n=75)

思う 思わない わからない 無回答

【年齢別】

【 伊方町は犯罪の少ないまちだと思うこと 】 
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（３）「社会を明るくする運動」や「再犯防止啓発月間」の認知状況 

「社会を明るくする運動」や「再犯防止啓発月間」については「いずれも知らない」の

割合が７割以上で最も高く、次いで「社会を明るくする運動のみ知っている」「両方とも

知っている」が、それぞれが１割程度となっています。 

年齢別では 30 代や 50 代で「いずれも知らない」、75 歳以上で「両方とも知っている」

の割合がそれぞれ他の年齢層に比べて高くなっています。 

さらに、福祉課題への関心が高い人やボランティア活動に参加した経験がある人ほど認

知率も高く、相関性がうかがえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

10.5

12.2

5.5

10.9

5.8

12.2

21.3

18.9

11.0

6.6

17.6

9.7

7.6

11.0

8.9

9.4

11.7

12.2

13.0

9.3

17.8

12.2

5.1

13.5

13.7

6.2

4.4

3.3

5.5

8.8

3.6

0.8

4.0

4.4

4.3

4.4

2.9

4.7

5.3

3.1

71.8

72.2

79.7

66.4

77.0

71.5

58.7

56.7

70.0

82.5

97.1

62.2

69.7

80.0

2.3

3.3

2.2

1.4

2.4

6.7

2.2

2.4

1.5

2.0

1.7

3.1

凡例（％）

全体(N=698)

【年齢別】

29歳以下(n=90)

30代(n=128)

40代(n=137)

50代(n=139)

60～74歳(n=123)

75歳以上(n=75)

【福祉課題への関心別】

とても関心がある(n=90)

どちらかといえばある(n=417)

どちらかといえばない(n=137)

全くない(n=34)

【ボランティア活動参加状況別】

参加している(n=148)

参加したことがある(n=300)

参加したことがない(n=225)

両方とも

知っている

「社会を明るく

する運動」のみ
知っている

「再犯防止

啓発月間」
のみ知っている

いずれも

知らない

無回答

【年齢別】

【福祉課題への関心別】

【ボランティア活動参加状況別】

【「社会を明るくする運動」や「再犯防止啓発月間」の認知状況 】 
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【６】施策の展開 

 

本町においては、国や県からの情報の活用や施策への協力等により連携を深めるととも

に、関係機関と連携して、犯罪や非行をした人の社会復帰を支援し、地域住民の理解と協

力を得ながら、社会で孤立させないことで再犯の防止につなぎ、誰もが安心して暮らせる

社会の実現を目指します。 

 

取組名 取組内容 

広報・啓発活動の

推進 

〇 毎年７月に全国で展開される「社会を明るくする運動強調月間」「再

犯防止啓発月間」及び「青少年の非行・被害防止全国強調月間」に

おいて、犯罪や非行の防止と更生に関する町民の理解を促進するた

め、広報・啓発に取り組みます。 

出所者等への生活

支援 

○ 矯正施設出所者等に対して、必要に応じて生活困窮者自立支援制度

などの支援制度を紹介するなど、社会生活を営む上で必要な支援を

行います。 

関係機関・団体と

の連携 

〇 「保護司会（愛媛県保護司会連合会）」や「更生保護サポートセン

ター※１」が実施する研修会等に参加し、再犯防止の現状を把握する

とともに、関係機関との連携を強化します。 

保健・医療・福祉

分野における生活

支援 

〇 矯正施設出所者等が、必要な福祉サービスを受けることができるよ

う「愛媛県地域生活定着支援センター※２」と連携し、関係機関で支

援します。 

〇 犯罪被害者やその家族が安心して生活できるよう、医療や福祉など

各分野と連携し、ニーズに応じた支援に取り組みます。 

コレワーク四国と

の連携体制の構築 

○ 矯正施設出所者等に対して、就労や雇用に関する相談支援をはじ

め、情報提供を行っている「コレワーク四国（矯正就労支援情報セ

ンター室）※３」との連携体制を構築し、刑務所出所者等の就労を支

援します。 

 
※１ 保護司、保護司会が、地域の関係機関や団体と連携して地域で更生保護活動を行うための拠点のこと。その多くは

保護司会が市町村や公的機関の施設の一部を借用して開設しており、そこでは、経験豊富な「企画調整保護司」が

常駐して、保護司の処遇活動に対する支援や関係機関との連携による地域ネットワークの構築等を行っている。 

※２ 矯正施設を退所した後、高齢又は障がいのために自立した日常生活を営むことが困難な人に対し、福祉サービス等

の利用の支援を行うための機関のこと。各都道府県に設置され、愛媛県では愛媛県社会福祉協議会に委託している。 

※３ 刑務所出所者等の雇用を検討している事業主に対し、採用手続きのサポート等を行う法務省の機関のこと。 
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取組名 取組内容 

非行の防止と修学

支援 

〇 「松山法務少年支援センター（松山少年鑑別所）※」の専門的な相談

支援機能と連携し、非行防止の取組を推進します。 

〇 保護観察対象となっている少年の再非行の防止や修学支援に向け

て、保護司や民生委員・児童委員等と学校の連携を強化するととも

に、関係機関と学校の協力関係の強化を図ります。 

 

※ 「少年鑑別所法（平成 26 年法律第 59 号）」の規定に基づき、児童福祉機関、学校、教育機関等の青少年の健全育成

に携わる関係機関や関係団体と連携を図り、地域における非行及び犯罪の防止に関する活動や健全育成に関する活動

などに取り組んでいる機関のこと。 
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第８章 計画の推進 

 

【１】計画の推進体制 

 

１ 計画の周知及び町民意識の反映 

本計画の推進にあたっては、行政と町民や福祉サービス提供事業者、関係団体等が連携

し、協働して取り組むことが重要です。そのため、町の広報紙やホームページ等の活用を

はじめ、様々な場を活用し、本計画に基づく取組内容についての周知に努め、地域福祉に

対する町民の意識の向上を図ります。また、様々な機会を捉えて、関係団体や町民等から

の意見やニーズを聞き取り、施策への反映を図ります。 

 

２ 関係機関・各種団体等との連携 

本計画を効果的かつ計画的に推進するため、国や愛媛県をはじめ、他の自治体等の情報

を的確に把握するとともに、町民、関係機関や各種団体等との連携の強化に努めます。 

 

３ 伊方町地域福祉計画策定委員会等の意見反映 

本計画は、有識者、関係団体等で構成する「伊方町地域福祉計画策定委員会」の意見や

提言を基に策定しており、計画の推進にあたっては、同委員会をはじめ、関係する附属機

関や団体等の意向を十分に尊重しながら施策への反映を図ります。 

 

４ 庁内の推進体制の充実 

本計画は、町政の福祉に関わる幅広い分野にわたる計画でもあり、長期的な視点に立ち、

全庁的に計画を着実に推進していく必要があります。関係する部署間の総合的な調整を行

い、連携の強化を図りながら、地域福祉に関する取組を総合的かつ効果的に推進します。 
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【２】計画の点検及び評価 

 

庁内においては、定期的に、本計画の進捗状況について点検及び評価を実施します。 

本計画の着実な進行に向けて、ＰＬＡＮ（計画）、ＤＯ（実行）、ＣＨＥＣＫ（点検・評

価）、ＡＣＴＩＯＮ（改善）による進行管理（ＰＤＣＡサイクル）に基づき、進捗状況を管

理するとともに、次の施策に生かすために必要に応じて改善を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Plan 

（計画） 

Do 

（実行） 

Action 

（改善） 

Check 

（点検・評価）

 

ＰＬＡＮ（計画） 

○ 計画を策定し、活動を立案する。 

ＡＣＴＩＯＮ（改善） 

○ 活動内容を必要に応じて見直す。 

ＤＯ（実行） 

○ 様々な主体との連携・協働によ

り事業を推進する。 

ＣＨＥＣＫ（点検・評価） 

○ 事業実施状況を点検・評価する。 

【 参考／ＰＤＣＡサイクルによる進捗評価 】 
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資料編 

 

【１】伊方町地域福祉計画策定委員会設置要綱 

 

令和６年 12 月 10 日 

告示第 94 号 

（設置） 

第１条 社会福祉法（昭和 26 年法律第 45 号）第 107 条の規定に基づき伊方町地域福祉計画（以下「地

域福祉計画」という。）を策定するため、伊方町地域福祉計画策定委員会（以下「委員会」という。）

を設置する。 

（所掌事項） 

第２条 委員会は、次に掲げる事項について検討及び協議を行い、策定した地域福祉計画を町長に提

出するものとする。 

(１) 地域福祉計画の策定に関すること。 

(２) その他地域福祉計画の策定に関し必要な事項。 

（組織） 

第３条 委員会は、委員 15 人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、町長が委嘱又は任命する。 

(１) 学識経験者 

(２) 福祉団体関係者 

(３) 地域団体関係者 

(４) 関係行政機関の職員 

（任期） 

第４条 委員の任期は、委嘱又は任命された日から地域福祉計画の策定完了の日までとする。 

２ 委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（委員長等） 

第５条 委員会に委員長及び副委員長を各１人置き、委員長は副町長をもって充て、副委員長は委員

のうちから選任する。 

２ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき又は委員長が欠けたときは、その職務を代

理する。 

（会議） 

第６条 委員会の会議は、委員長が招集し、委員長がその議長となる。 

２ 委員長は、必要に応じて委員以外の者に委員会の出席を求め、その意見を聞くことができる。 

（守秘義務） 

第７条 委員は、職務上知り得た秘密を他に漏らしてはならない。また、その職を退いた後も同様と

する。 

（庶務） 

第８条 委員会の庶務は、保健福祉課において処理する。 
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（その他） 

第９条 この告示に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

この告示は、令和６年１２月１０日から施行する。 
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【２】伊方町地域福祉計画策定委員会名簿 

 
 

区 分 氏  名 所 属 備 考 

学識経験者 

野村 雅英 校長会 会長  

門田 政富 八幡浜医師会 理事  

木下 芳子 伊方町保育所所長会 代表  

福祉団体関係者 

都築 敏男 西宇和郡障害者協会 会長  

井上 久幸 伊方町社会福祉協議会 事務局長  

川上 真一 つわぶき荘 施設長  

地域団体関係者 

梶原 吉文 伊方町民生児童委員協議会 会長 副委員長 

菊池 𠮷峰 伊方町老人クラブ連合会 会長  

濵本 真彰 伊方町ＰＴＡ連合会 会長  

福田 正弘 伊方町区長会 副会長  

杉山 幸子 伊方町女性団体連絡会 会長  

山根 龍司 八幡浜地区保護司会伊方分区 分区長  

行政関係 濱松 一良 伊方町 副町長 委員長 

計 13 名   
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